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上 下 水 道 課 長      中 尾   勉 
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消    防    長    後 藤   勲 

総務課 課長補佐兼総務係長兼秘書広報係長 

       後 藤 史 明 
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○総務課長（安藤隆治君）  開会前でありますけれ

ど、議長にお許しをいただきましたので、ちよっと

一件ご報告したいと思います。 

 先ほど、エムネットのほうに、例の北朝鮮のミサ

イルが南の方向に向けて発射された模様ということ

で入りましたので、ご連絡したいと思います。 

○議長（河野正春君）  おはようございます。開会

前ですが、議員各位にお知らせします。本日、ケー

ブルテレビによる議会放送用の撮影を行いますので、

ご了承をお願いします。 

 また、傍聴者の方々にお願いいたします。ケーブ

ルテレビ用の撮影を行いますが、議場の構造上、や

むを得ず傍聴者の方々が映ることがありますが、あ

らかじめご了承いただきますようお願いいたします。 

 これより本日の会議を開きます。 
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 日程第１、一般質問を行います。 

 一般質問通告表の順序により発言を許します。 

１番、土谷信也君。 

○１番（土谷信也君）  おはようございます。１番、

土谷信也でございます。 

 本年最後の一般質問に１番の順番をいただきまし

た。いささか緊張しておりますが、張り切って頑張

ろうと思います。明快なご回答をよろしくお願いを

します。 

 それでは、通告に基づき一般質問を行います。 

 まず初めは、本市の生活習慣病対策について質問

します。 

 近年、高齢化や生活習慣の変化により生活習慣病

が増加し、さまざまな問題が生じてきていると言わ

れています。生活習慣病が悪化すると心臓病や脳血

管疾患などを招く確率が高くなることはこれまでも

言われてきましたが、最近では、腎臓にも影響を及

ぼすことから慢性腎臓病対策が新聞等に取り上げら

れています。これは、慢性腎臓病を予防し、人工透

析になる人を防ぐ対策を講じるというようなことで

す。人工透析が必要な慢性腎臓病になりますと、本

人の生活の上でも大きく制約され大変なことであり

ます。また、医療費の負担も莫大なものと聞いてお

ります。 

 そこで、１点目の質問ですが、本市で人工透析を

行っている人は、今何人いますか。また、豊後高田

市は健康寿命が県下でも低く、健康寿命の延伸、平

均寿命の延伸を目指すため、慢性腎臓病を始め生活

習慣病対策にどのように取り組んでおられるのかお

聞かせください。 

 ２点目は、大分市で平成２３年度に立ち上げられ

た生活習慣病対策推進協議会のことですが、その背

景には、大分市が中核市の中で人工透析を受けてい

る患者が一番多く、糖尿病や高血圧など生活習慣病

を原因疾患としていることから、市の重要課題とし

て取り組んだと聞いています。今後、本市では、こ

のような重要課題にどのような組織で、どのように

取り組んでいくのか、また協議会なるものを設立し

ていくのか、お考えをお聞かせください。 

 次は、健康づくりについての質問です。 

 本年度から実施されているスマートウェルネス事

業ですが、この事業も前の質問の生活習慣病対策の

一環と思いますが、本年度の事業費に約１,０００万

円を充てて、ｅ－ウェルネス健康運動教室を実施さ

れていますが、この予算の執行状況並びに成果をお

尋ねします。また、今後何か課題がありましたら、

あわせてお聞かせください。 

 最後に、荒廃地対策についてお尋ねします。 

 農地は食糧安定供給にとって不可欠な資源ですが、

農業者の高齢化の進行等により耕作放棄地が地元豊

後高田はもとより、全国的に年々増加をしています。 

 そこで、国はその対策として、平成２１年度より

５ヶ年事業として、耕作放棄地再生利用緊急対策要

綱を定め、補助金を交付することとしました。この

豊後高田市では、この制度を活用して、県内では他

の市とは比べ物にならないほど本市の農林水産課が

荒廃地対策に取り組んでいると聞いていますが、こ

の耕作放棄地再生利用緊急対策交付金事業の、その

現状とその成果についてお聞かせください。 

 １回目の質問はこれで終わります。 

○議長（河野正春君）  市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君）  私のほうからは、ｅ－ウェ

ルネス健康運動教室の成果と今後の課題についての

ご質問にお答えいたします。 

 議員ご案内のとおり、この教室は健康なまちづく

りの取り組みの一環として、健康な体づくり、そし

て、そのための運動習慣づくりを行うことによって、

健康寿命の延伸を目指すとともに、ひいては本市の

高い医療費や介護費の抑制、削減を図ることを目的

として、ことしの７月から筑波大学との連携で進め

ているものでございます。 

 まず、成果についてでございますが、確認する指

標といたしましては、体力年齢の若返りと習慣的な

運動実施状況の変化に関するデータがございます。

体力年齢につきましては、３カ月経過後のデータで、

平均約４歳の若返り効果が伺え、運動の実施状況に

つきましては、１日当たりの平均歩数が約３,０００

歩増加するなど、確実に成果としてあらわれている

ところでございます。 

 また、参加者の皆さんからは、病院でもらう薬の

量が減ったとか、腰や膝の痛み、肩凝りが少なくなっ

たなどのうれしい声もいただいております。数値化

できない効果も多数実感していただいているのでは

ないかと思っているところでございます。 

 現在、教室では１１１名の参加者にご利用いただ

いております。取り組んでいる内容につきましては、

筑波大学の指導のもと、年齢や体力レベルに合致し

たウォーキングやエアロバイクによる有酸素運動、

筋肉トレーニング及び食事バランスの大切さを理解

していただき、それらを習慣づけていただくという
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ものでございます。 

 さらに、このシステムでは、体を組織する成分や

運動量について、ＩＣＴを活用してデータ化してい

る点が大きな特徴と言えます。この数値化ができる

ことが参加者のモチベーションを上げることにつな

がっているようでございまして、また、自分のペー

スで無理なく運動することができる点におきまして、

特に皆さんからご好評をいただいているところでご

ざいます。 

 次に、今後についてのご質問についてお答えいた

します。 

 まず、この教室の目的を達成するには、より多く

の方に参加していただき、運動による健康の維持・

増進、体力の若返り効果を実感していただくことが

何よりも大切であります。それと同時に、現在参加

している皆さんには、教室で実践していただいた運

動を継続してもらうことが必要であります。そのた

めに、参加者ご自身が自立して健康づくりに取り組

んでいただけるような、そういう環境づくりに支援

をいたすつもりでございます。それと同時に、この

卒業した皆さん方には、周囲の人々に対して運動の

指導も担っていただければ非常にありがたい。そし

て、健康づくりの輪を広げてもらわなきゃならんと

いうふうに考えております。 

 したがいまして、より多くの市民の健康づくりを

推進するためには、新たな教室参加者を今後とも募

集をするとともに、先ほど申しました教室修了者に

は花いろトレーニングルームを開放することを考え

ていきたいと思っておりますし、また特定保健指導

と、これとの連携を図りながら、新しい健康教室を

つくることも検討していきたいと思っているところ

でございます。 

 その他の質問につきましては、担当課長に答弁さ

せますのでよろしくお願いします。 

○議長（河野正春君）  子育て・健康推進課ウェル

ネス推進室長、伊南冨士子君。 

○子育て・健康推進課ウェルネス推進室長（伊南冨

士子君）  土谷議員の当市での人工透析を行ってい

る方の状況、また慢性腎臓病対策を初めとする生活

習慣病対策の取組状況についてのご質問にお答えし

ます。 

 現在、慢性腎臓病は日本の成人人口の約１３パー

セント、１,３３０万人いると言われております。近

年、この慢性腎臓病の進行により、人工透析療法を

受ける方が増加し問題となっておりますが、慢性腎

臓病に至る要因にメタボリックシンドロームといわ

れる内臓肥満に起因する高血糖、高血圧、脂質異常

の進行があると言われております。また、腎臓の機

能低下により脳卒中、心筋梗塞などの発症のリスク

も高くなることが明らかになっており、最も注意す

べき病気の一つであります。 

 当市の人工透析療法を行っている方は、市全体で

平成２４年１０月現在で７９名でして、このうち、

糖尿病や高血圧などの生活習慣病を原因とするもの

は増加傾向にあります。また、特定健康診査を受診

していただいた方の結果を見ますと、血圧や血糖が

高目の方が受診者全体の８割近くを占め、非常に高

い状況となっております。 

 このような中、市では特定健康診査を受診してい

ただいた方を対象にした特定保健指導や、市民の皆

様向けに食生活改善事業、運動教室など、各種保健

事業を行うほか、健診結果で腎臓機能が低下してい

る方や重症化が心配される方には、保健士が個別に

家庭訪問を行い、食事や運動に関する助言や保健指

導を行うことで重症化を防ぐための対応を行ってい

るところでございます。 

 人工透析が必要になりますと、医療費の問題もさ

ることながら、ご本人の生活の上での制約も大きく

なりますので、市民の皆様には、ご自分の健康状態

を把握するために、まずは特定健康診査を受けてい

ただき、日ごろから適切な運動や食生活を継続し、

健康管理をしていただきたいと思っております。市

としても、生活習慣病対策を健康づくりの重点に掲

げ、重症化予防を重視した保健事業を充実させてま

いる所存です。 

 次に、生活習慣病対策推進協議会についての当市

の今後の取り組みについてお答えします。 

 まず、生活習慣病対策推進協議会についてですが、

議員のご発言にありましたように、大分市では生活

習慣病をめぐる深刻な状況から、生活習慣病対策を

市の重要課題と位置づけ、医療機関や関係団体で構

成されているこの協議会において、生活習慣病の発

症や重症化予防の効果的な対策などの検討を重ねて

いるとお聞きしております。 

 当市においても、健康寿命が短いことや国保医療

費が年々増加しておりますことから、生活習慣病対

策を柱とした市民の健康づくりは喫緊の課題となっ

ております。 

 そこで、市政の重点施策として取り組みの成果を

上げるために、健康増進計画を策定しておりまして、
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その中で本市の健康課題を分析し、その結果をもと

に、生活習慣病対策の具体的な目標を設定し、各種

施策を展開するようにしているところでございます。 

 今後、生活習慣病対策を効果的に実施し、成果を

上げていくためには、市民の皆様や関係機関などと

ともに、市の健康課題を共有し、健康づくりを展開

していくことが重要であります。 

 したがって、市の健康づくりの重要課題である生

活習慣病の予防や重症化を防ぐため、さまざまな立

場の方に意見を伺い、効果的な対策を検討し、さら

には成果を検証する機能を持つ健康づくりを推進す

る協議会を立ち上げ、健康増進計画の進行管理等に

ついてもご意見をいただくなど、市民の皆様からの

意見を反映させることなどを通じまして総合的に健

康づくりの取り組みをしていきたいと考えておりま

すので、よろしくお願いいたします。 

○議長（河野正春君）  子育て・健康推進課長、植

田克己君。 

○子育て・健康推進課長（植田克己君）  土谷議員

のご質問のｅ－ウェルネス健康運動教室の予算の執

行状況、教室の状況及び具体的な成果等についてお

答えいたします。 

 まず、予算についてでございますが、今年度は、

この健康運動教室に必要なエアロバイクのリース料

やシステムの使用料及び筑波大学との連携に関し、

必要な経費について支出させていただいているとこ

ろでございます。 

 次に、参加者の状況や具体的な成果についてご説

明いたします。 

 まず、参加人数につきましては、１００名の定員

を上回る多くのお問い合わせをいただきましたが、

開催する曜日や時間の関係などから当初は９２人で

スタートさせていただきました。５カ月経過した現

在では１１１人のご参加をいただいているところで

ございます。 

 教室の実施状況につきましては、月曜日から水曜

日及び金曜日の午前１０時から、並びに月曜日の午

後８時からの計５教室で、時間は約１時間半で実施

しているものでございます。 

 具体的な成果についてでございますが、当初から

参加の１期生全体の体力年齢は、開始前の体力テス

トで６５.５歳でありましたものが、３カ月経過後は

約４歳若返り、実年齢より若い６１.３歳となってお

ります。 

 また、運動実施量、特に歩数につきましては、教

室開始前は１日当たりの平均約５,５００歩であった

ものが、５週目以降は約８,７００歩、時間に換算し

ますと約３０分多く歩くようになっている状況でご

ざいます。筋力トレーニングにつきましても、１週

間当たり４.２回前後で取り組んでいただいており、

良好な運動習慣が身についていることがわかってお

ります。 

 なお、体を組織する成分につきましても、参加者

の約９２パーセントに体重の減少が伺え、体脂肪に

つきましては約５４パーセントの方が減少、筋肉の

量は約４２パーセントの方が増加しているという状

況でございます。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  市参事兼農林振興課長、井

上晃一君。 

○市参事兼農林振興課長（井上晃一君）  それでは、

耕作放棄地再生利用緊急対策交付金事業の現状と成

果についてお答えをいたします。 

 本事業は、国の基金造成による直接交付金事業で

ありまして、平成２１年度から実施をされておりま

す。事業内容につきましては、長年耕作が放棄され

ている荒廃農地を、土地所有者にかわりまして耕作

する人が５年以上の使用貸借権を設定して耕作する

農振農用地区域内の農地が対象となります。 

 補助対象経費といたしましては、農地へ再生する

際に必要な重機等の借り上げ料、燃料費、人件費、

土づくりのための堆肥、土壌改良資材、肥料等の購

入費、営農定着に必要な種苗費などで、総事業費が

１０アール当たり１０万円以上の経費を要すること

となっております。補助率は約２分の１を補助する

ものであります。 

 事業募集等につきましては、毎年度市報に掲載を

いたしまして、事業実施希望者に対して詳しい事業

内容等の説明会を開催して事業に取り組んでまいり

ました。 

 昨年までの事業実績は、事業実施主体２６件で、

荒廃地解消面積２２.２ヘクタール、総事業費５,９

７７万１,０００円、うち約２分の１の３,１０８万

１,０００円の補助金を交付しております。 

 主な導入作物としては、オリーブが７.６ヘクター

ル、そば４.３ヘクタール、菜種５.６ヘクタールと

なっております。 

 代表的な取り組みといたしましては、長崎鼻の荒

廃地の解消でありまして、解消後はひまわり、菜種、

そばを栽培し、花の岬として生まれ変わりました。
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今年度は実施主体１１件で解消面積６.４ヘクタール、

総事業費１,５５０万円で７９１万５,０００円の補

助金交付の計画をしております。 

 市といたしましても、本事業、有効に活用いたし

まして、耕作放棄地の解消に努めてまいりたいとい

うふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  １番、土谷信也君。 

○１番（土谷信也君）  生活習慣病対策については、

本市の一番の重要課題と受けとめ、引き続きより効

果的に取り組んでいただきたいと思います。 

 スマートウェルネス事業については、ご回答はい

りませんが、ｅ－ウェルネス健康運動教室の成果に

ついては、ただいま市長や担当課長からお聞きし、

すばらしく効果のある事業だと思います。 

 私も日体協の公認コーチの資格を持っていますの

で、十分に運動の必要性もわかっています。今後も、

ぜひ継続ができるように願っております。聞くとこ

ろ、永松市長も、また明石議員もこの教室に参加さ

れていると聞いております。最近、どうもお二人と

も若々しく、そしてよりおきれいになったなと拝見

をしております。 

 最終目標は市民総参加だと思いますが、このよう

な効果があると、成果があると、来年度には参加者

が５００名、あるいは１,０００名を超すような可能

性もあるのではないかなと思われます。私は、そこ

が今後の大きな課題だと思っております。担当者も

その対策をよく考えておく必要があろうかと思いま

す。 

 一案ですが、運動器具などを使わず、自然の地形

や、神社、またお寺などの階段や坂道などを利用し

た各地区ごとのプログラムの作成も効果的ではない

かなと思いますので提案をさせていただきます。 

 次に、荒廃地の再質問ですが、大変ありがたい事

業で、本市も新しい産地づくりなど、かなりの成果

が出ているようですが、この事業が５カ年事業では

あるんですが、国の造成基金による直接交付金事業

だということですが、そうしますと来年度の事業実

施見通しがどうなるのかわかればお聞かせください。 

 以上です。 

○議長（河野正春君）  農林振興課長、井上晃一君。 

○市参事兼農林振興課長（井上晃一君）  再質問に

お答えをいたします。 

 ご質問の来年度の事業実施見通しについてでござ

いますけども、今年度の基金の状況から見ましても

引き続き実施されるという見込みでございます。こ

の事業は、耕作放棄地の解消とあわせて新しい産地

育成にもつながっておりますので、引き続き来年度

も実施をしてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  １番、土谷信也君。 

○１番（土谷信也君）  荒廃地のこの対策事業とし

て井上課長から聞いておるのが、この豊後高田と国

東市が、大分県のほとんどの予算を消化していると

いうことで、大変前向きに取り組んでいただいてあ

りがとうございます。今後も引き続きよろしくお願

いします。 

 以上で、終わります。ありがとうございました。 

○議長（河野正春君）  一般質問を続けます。 

９番、明石光子君。 

○９番（明石光子君）  ９番、明石光子でございま

す。通告に基づき一般質問を行います。 

 初めは、子育て支援について２点お尋ねをいたし

ます。 

 一つ目は、「子ども・子育て関連３法」の取り組み

についての質問です。 

 ８月の通常国会で子育て環境の充実を図ることを

目的とした「子ども・子育て関連３法」が成立をい

たしました。制度の趣旨としては、市町村が主体と

なって幼児教育、保育、地域の子育て支援の質や量

の充実を図るとされています。 

 制度の本格実施は、平成２７年となっていますが、

制度運用の準備段階として、国においては早速来年

４月に「子ども・子育て会議」が設置をされます。

会議のメンバーとしては、有識者、地方公共団体、

事業主代表、労働者代表、そして子育て当事者等々

となっています。本市といたしましても、国の動向

を見極めつつ、できる限り円滑かつ速やかに新制度

を導入できるよう万全の準備をしていくべきと考え

ます。 

 そこで、具体的に３つの質問をいたします。 

 まず一つは、地方版「子ども・子育て会議」の設

置についてですが、関連３法の子育て支援法第７７

条においては、市町村において、地方版子育て会議

を設置することを、努力義務化としておりますが、

子育て家庭のニーズを把握して施策を行う仕組みは、

国のみならず地方においても極めて重要です。本市

においても、子育て家庭のニーズが、より一層反映

できるよう、来年度から子育て当事者をメンバーと
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する地方版「子ども・子育て会議」を設置すること

が必要と考えますが見解をお聞かせください。 

 ２つ目は、今回の「子ども・子育て支援法」の制

定により全ての自治体が事業計画を策定しなければ

ならないこととなっています。事業計画の期間は５

年です。この事業計画策定に当たっては、国の基本

指針に基づき、子育て家庭のニーズをしっかりと調

査し、把握することが求められています。 

 平成２７年からの本格施行に向け、事業計画を平

成２６年度半ばまでに策定するためには、２５年度

予算においてニーズ調査のための経費を計上するこ

とが必要と考えますが見解を求めます。 

 ３つ目は、新制度への移行に当たり、事業計画や

条例の策定など、関係部局の連携のもとで、かなり

な準備が必要です。新たな制度への円滑な移行を目

指し、速やかに準備組織を立ち上げて対応すべきと

考えますが見解をお聞かせください。 

 次は、年少扶養控除廃止に伴う幼稚園就園奨励費

についての質問です。 

 個人住民税の１６歳未満を対象とする年少扶養控

除については、平成２２年度税制改正において廃止

をされましたが、この見直しによって、現行制度の

個人住民税の税額と連動している幼稚園就園奨励費

補助事業の所得区分の判定に影響が生じることにな

りました。そのため、文部科学省は、扶養控除見直

しの影響への対応策として、３つの方式を示しまし

た。 

 第１方式は、税額等活用しない方式、第２方式は、

扶養控除の見直しによる税額等の変動を簡単で便利

な方法により調整する方式、第３方式は、一定のモ

デル世帯を設定し、当該世帯について負担が生じな

いように見直す方式となっていますが、採用する方

式によっては、３人以上子どもがいるご家庭で住民

税もふえ、幼稚園奨励費も減ったというダブルパン

チを受けることになります。 

 こうした状況を避けるため、文部科学省は本年４

月と７月の２度にわたって、扶養控除廃止に伴う影

響の見直しについて二転、三転した事務連絡を出し

ております。 

 さらに、平成２５年度の幼稚園就園奨励費補助事

業は、第２方式により実施する予定として概算要求

をしています。来年１月の国庫補助申請に向けて、

本市では対象者への影響が出ないよう十分な検討を

していただきたいと思いますが、見解をお尋ねいた

します。 

 ２番目は、観光振興についての質問です。 

 まず、一つは、地域イベントの活用についてお尋

ねをいたします。ご案内のように、本市では伝統行

事である若宮八幡社秋季大祭やホーランエンヤ、修

正鬼会をはじめ、五月祭、長崎鼻サマーフェスティ

バル、高田観光盆踊り大会、豊後高田よっちょくれ

祭りなど、年間を通じて多種多様な地域イベントが

開催され、県内外より大変注目をいただいておりま

す。地域の伝統を守り、次の世代に引き継ぐ活動を

されている方々の熱意と情熱に心より敬意を表する

ところでございます。 

 また、創意工夫を凝らし、特徴ある誘客イベント

の実施により、地域に活力とにぎわいを創出してい

ただいていることに対しましても、そのご努力に感

謝申し上げる次第でございます。 

 さて、本市も観光地としての知名度を上げる中、

既存イベントのほかにも関係者のご努力により新規

イベントを数多く実施し、観光客誘致に向けた積極

的な姿勢が見てとれます。その中でも、昨年度行わ

れた昭和の町１０周年記念イベントについては、年

間を通じ実施され、私もその一つに参加をいたしま

したが、大変にぎわっておりました。 

 そこで、昭和の町１０周年記念イベントの総括と

その効果をどのように捉えておられるのかお伺いを

いたします。また、基盤となる魅力ある観光地づく

りが重要ではないかと考えておりますが、その見解

を求めます。 

 次に、本市出身のシンガーソングライター今成佳

奈さんが、豊後高田市をイメージした曲づくりに取

り組んでいるとお聞きしております。市民の誰もが

歌えて、未来もずっと歌い続けていける曲を市民の

皆さんと一緒につくりたいという今成さんの思いが

あるということで、大変期待をしているところです。

今成さんは、ＪＲ九州の大分キャンペーンの歌をつ

くったり、コマーシャルに出演したりとメジャーに

もなっていることから、今後本市のイベントやＰＲ

にも大いに活用できると思いますが、今後の作成ス

ケジュールなどはどのようになっているのかお尋ね

をいたします。 

 次に、本市のイメージソングがつくられるという

ことで、あわせて全国的なブームとなっているゆる

キャラのイベント活用についてお尋ねをいたします。 

 最近では、今治のバリィさんや熊本県のくまモン、

奈良のせんとくんなどは大変有名で、ゆるキャラを

使った観光宣伝やまちおこしが全国各地で盛んに行



１２月１２日 

 - 30 - 

われています。 

 また、２０１０年よりゆるキャラグランプリ実行

委員会主催のゆるキャラグランプリも開催され、全

国的にも大ブームとなっています。２０１１年にグ

ランプリをとりました熊本県のくまモンは、１年間

で約２５億円の経済効果があったと言われています。

県内においては、国民体育大会チャレンジ大分のマ

スコットキャラクターめじろんが当時人気を博し、

グッズ類の経済効果も図られたとお聞きをしており

ますし、幼稚園や小学生には、いまなお人気があり

ます。 

 また、ゆるキャラの定義にもあります郷土愛に満

ちあふれた強いメッセージ性があることから考えま

すと、ゆるキャラは、市民の皆さんに親しまれ郷土

愛をＰＲするには絶好のキャラクターかもしれませ

ん。そういった意味では、宇佐のうさからくんや、

中津市では平成２６年度ＮＨＫ大河ドラマに「軍師

官兵衛」が決まったことから、あっかんべーなど地

域の歴史や素材をうまく活用しているものもあり、

ご承知かと思います。 

 そこで、本市のまちづくりや観光振興におけるイ

ベントなどにおいて、全国的にブームとなっている

ゆるキャラなどの活用については、どのように考え

ておられるかお尋ねをいたします。 

 次に、食の観光推進についてお尋ねをいたします。 

 観光においては、とりわけ訪れた先の地域性を感

じつつ、日常生活との違いを強く意識させるのが食

であると思われます。地域ごとに特色を持った食は、

観光の最も大きな楽しみの一つにもなっていると考

えます。 

 最近では、全国的にご当地グルメというものが人

気を博しているとお聞きをしております。このご当

地グルメは、伝統的な郷土料理とは違って、開発さ

れてから日が浅いものの、一定の地域で幅広く浸透

している料理のことで、その中でも、特に身近で手

軽な値段で食べられることができるものをＢ級グル

メと呼んでいるそうです。 

 最近では、これらの食を通じてのまちおこしをし

ている団体が自慢のＢ級グルメを持ち寄ってグラン

プリを決めるＢ─１グランプリというものが開催さ

れ、経済的な波及効果も含めて注目を集めていると

お聞きをしております。 

 このような中、本市の食においては、豊後高田そ

ばが県内外より注目を集めており、その取り組みは

農商連携を初め、６次産業化が図られており、今後

も積極的に取り組んでいただきたいと思っておりま

す。しかしながら、食という観点から、観光や地域

振興というものを考えた場合、本市の食、全般的に

見ても、外に対しインパクトを与えきれていないの

ではないかと思っております。 

 そこで、ご当地グルメを含む食という観点からも、

観光、あるいは地域振興を考えていただきたいと思

いますので、その見解と認識をお尋ねいたします。 

 ３番目は、文化芸術の振興についての質問です。

大分県が中心となって推進している国東半島芸術祭

についてですが、この事業については、さきの６月

議会でも他の議員より質問がありましたので、主な

目的は承知をしておりますが、具体的な取り組みに

ついては、明らかでない部分もありましたので、本

年度の取り組みと進捗状況についてお尋ねをいたし

ます。 

 報道やパンフレット等でご案内のとおり、１１月

３日から国東偉人をテーマに「アートプロジェクト

２０１２」が始まりました。もともと国東半島は、

古い歴史と千年のロマンが息づく地域として、半島

全体がアートとしての価値を秘めていると自負する

者の一人ですが、今回プロの芸術家の視点から地域

の魅力を再発見してもらい、文化芸術を通して地域

振興につなげるという非常に高度な芸術祭の開催に

期待を寄せているところです。 

 特に、一般的な芸術分野からは、評価が難しいと

いわれる現代アートの演出家の作品が、国東半島と

いう大きなキャンパスにどう描かれるのかも楽しみ

の一つだと思っております。 

 １１月に開催された国東市では、多くの著名なアー

ティストの手によって、地域と現代アートが融合し

た感動的なプロジェクトだったと聞いておりますが、

本市での開催についてはどのような企画をされてい

るのか、また事業効果についてはどう分析されてい

るのかをお尋ねいたします。 

 ４点目は、都甲小中一貫校開校に向けての質問で

す。 

 平成２０年３月に、総合教育計画審議会の中で都

甲小中学校の併設について一部答申があり、小中一

貫校に向けての取り組みが始まったわけですが、い

よいよ来年度開校の運びとなりました。この間、教

育長を初め執行部の皆様には、地域や保護者のもと

に何度も足を運んでいただき、皆さんの意見を聞き、

一緒になって新しい学校建設に取り組んでいただき

ましたことに地元住民の一人として感謝を申し上げ
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ます。とは申しましても、保護者や児童生徒にとっ

ては、やはり期待と不安の中で新たな学校生活を迎

えるわけですので、開校に当たって再度確認の意味

で質問をしてまいりたいと思います。 

 一つは、校舎等の進捗状況について、完成はいつ

ごろになるのでしょうか。 

 ２つ目は、一貫校の学園名について決定の理由を

お聞かせください。 

 ３つ目は、教職員の構成や配置の問題について、

さきの議会答弁では大分県教育委員会と協議をする

ということでしたが、管理職の配置は決まったので

しょうか。 

 ４つ目は、一貫校のモデル校として魅力ある学校

を目指すための児童生徒数の目標についての見解を

お聞かせください。それから、４月から空き校舎と

なる小学校校舎、運動場、旧幼稚園園舎の活用につ

いてはどのようにお考えでしょうか。廃校のまま放

置されることのないよう、ぜひ地域の皆様とも協議

をしていただき有効活用できるよう要望をしておき

ます。 

 最後に、プールの問題については、当初さまざま

な意見がありましたが、当局の見解をお尋ねします。 

 以上で、初めの質問を終わります。 

○議長（河野正春君）  市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君）  私のほうからは、地域イベ

ントの活用についてのご質問にお答えをいたします。 

 昭和の町の取り組みも、昨年でちょうど１０周年

を迎えましたことから、議員ご指摘のとおり、記念

イベントとして４月の２９日の昭和の町の誕生祭を

皮切りに、踊りの祭典、鍋フェスティバルなど周年

にわたり数多くのイベントを開催してまいりました。 

その効果もありまして、県内外から多くの観光客

にお越しいただき、それまでが３０万人台だった観

光客が、おかげさまで昨年は４０万人を超える集客

効果を見せた次第でございます。大いに賑わいを創

出することができました。なお、これらのイベント

における経済的な波及効果につきましては、個別で

調査はできておりませんけれども、集客の一定程度

の経済効果は上がったものと考えておるところでご

ざいます。今後も、地域の特性を活かした伝統行事

の承継支援や恒例イベントの充実を図りながら、さ

らに誘客促進を図るために、魅力ある観光資源を活

用いたしまして、個性ある観光拠点の整備や東九州

自動車の開通に伴う福岡からの誘客、そしてまた、

スオーナダフェリーを活用した中国からの誘客を図

る中で、魅力ある観光づくりを戦略的に行ってまい

りたいと、そういうふうに考えております。 

 次に、イメージソングの製作についてであります

が、兼ねてより、合併後の新たな豊後高田市にふさ

わしい歌が必要だと、そういう思いがありました。

そういう時に、商工会議所と本市出身のシンガーソ

ングライターであります今成佳奈さんとの間でも新

しい市の歌づくりの意見が一致したようであります。

市といたしましても、合併後のまちづくりの一体感

を深めるためには非常にすばらしいことから、全面

的に支援することとし、皆さんの期待に添えるよう

に頑張っていただきたいと思っております。 

 また、今成さんが、市民の皆さんと共同作成した

いということから、小中高校生、そして、一般の方々

に皆さんが歌いたいことばや風景を募集したところ

でございます。今後は、応募内容を参考にして、２

月末にイメージソングを完成させる予定となってい

るようでございます。発表の日につきましては、商

工会議所と現在検討中でございますし、発表後につ

きましては、このイメージソングを幅広くＰＲし、

市民の皆さんにも親しまれ、末永く歌ってもらいた

いと、そういうふうに考えております。 

 その他の質問につきましては、教育長及び担当課

長に答弁させますので、よろしくお願いします。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  教育長、河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君）  明石議員の年少扶養控除

の廃止に伴う幼稚園就園奨励費について、お答えを

まずいたします。 

 議員ご指摘のように、本年度から、年少扶養控除

の廃止に伴いまして、現行制度において個人住民税

の税額が基準となります幼稚園就園奨励費補助事業

における所得階層区分の判定に影響が生じることが

懸念されるところであります。国からは、扶養控除

の見直しの影響への対応策として３つの方式が示さ

れました。本市における補助金の申請につきまして

も、議員ご説明のように、当初国から全ての市町村

で一定のモデル世帯を設定した第３方式での申請と

の通知があり、すでに第３方式による申請書を県に

提出したところであります。 

 しかしながら、その後、国から第２次方式も選択

できる旨の通知を受け協議をした結果、本市におき

ましては、税額の変動に対応して調整する第２方式

に変更することといたしましたので、保護者の負担

につきましては、本年度で試算をした限りにおきま
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しては、特に影響はございません。今後とも、補助

金の趣旨を踏まえ、できる限り保護者の軽減が図ら

れるよう対応してまいりたいと考えております。 

 次に、都甲小中一貫校開校に向けての進捗状況に

ついてお答えをいたします。 

 校舎等の建築などの施設整備につきましては、現

在、運動場改修工事、そして、敷地内の池の埋め立

ても始めたところでありますが、そういう環境整備

を含めまして、平成２５年３月１５日の完成を予定

をしております。また、現在、両校におきまして、

連絡協議会を設置をいたしまして、教材や備品等の

仕分けや整理などの準備も進めているところであり

ます。 

 次に、都甲小中一貫校の学園名でありますが、市

報などを通じ公募いたしましたところ、市内外から

４４点の応募をいただきました。募集終了後、地域

の方、そして、ＰＴＡ、学校等の代表者による都甲

小中一貫校学園名選定委員会を設定をいたしまして、

選考を行いました結果、市内外から通いたくなる学

園名であることなどを視点に、慎重な検討を行い、

戴星学園に決定をしたところであります。 

 なお、学校教育法の規定による都甲小学校、都甲

中学校は、これまでどおり残りますので、都甲地区

のシンボルであることには変わりないものと考えて

もおります。 

 次に、教職員の配置につきましてでありますけれ

ども、あくまでも、先ほど申し上げましたように、

都甲小学校、都甲中学校ということでの教職員配置

が原則でありますので、現在県教委と管理職のこの

配置も含めまして検討、協議をしておるところでご

ざいます。 

 なお、校歌や制服につきましては、新たなスター

トにふさわしい伝統校として、これまでの２校の校

歌の歌詞を活かしまして、それを編曲し直し、現在

作成中であります。また、制服につきましても、小

中学校の保護者と協議を重ね、一つのモデルを示し

た標準服をつくることにいたしました。教育のまち

豊後高田市にふさわしい小中一貫校として選ばれる

学校になるよう、学校規模や特色ある教育内容等、

目標を持って学校経営に努めてまいりたいと考えて

おります。 

 目標とする児童生徒数につきましてでございます

けども、現在およそ１２０名程度を目指しておると

ころであります。そのための取り組みといたしまし

て、これらの実績を大いに市内外にアピールしてま

いりたいと考えております。来年度につきまして、

希望される保護者等へ積極的に現在入学を依頼して

おるところでもございます。 

 また、新たに、そういう中で部活動の推進を図る

ため、小学校から少年野球の継続を９年生まで行う

ということと、それから、柔道部等の新設などを考

えております。選ばれる学校として、特色ある教育

内容の研究開発に努め、英語科、市民科、さらには

英語検定、漢字検定なども行い、子供たちの確かな

学力を身につけ、魅力ある学校にしてまいるように、

これから努力をしていきたいと思います。 

 また、一貫校移行後の小学校校舎、運動場、旧幼

稚園園舎などにつきましては、現時点では具体的な

活用方法は決定をされておりませんが、今後、地域

の皆様とも協議しながら、有効活用できるよう検討

してまいりたいと考えております。 

 なお、小学校用のプールでございますけども、今

後も一貫校のプールとして利用してまいりたいと考

えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  子育て・健康推進課長、植

田克己君。 

○子育て・健康推進課長（植田克己君）  明石議員

の子育て支援についてのうち、「子ども・子育て関連

３法」についてのご質問にお答えします。 

 議員ご案内のとおり、本年８月に社会保障と税の

一体改革の一環として子育て環境の充実を図る「子

ども・子育て関連３法」が成立いたしました。その

施行に向けては、地域で子育て支援策を実施する主

体は市町村であり、以前にも増して主体性が求めら

れることから、新たに子ども・子育て会議の設置や

地域の子どもや子育てに関するニーズ、要望を反映

した子ども・子育て支援事業計画を策定することと

なっております。 

 議員ご質問の子育て当事者を加えた市町村の子ど

も・子育て会議の設置につきましては、制度上は努

力義務となっております。しかしながら、幅広いニー

ズを反映した計画を策定し、子育て支援策の実施状

況を継続的に点検、評価、見直しを行うなど、事業

計画等の調査、審議のために必要な会議であります

ので、子どもの保護者など、子育て支援にかかわる

幅広い関係者を加えた子ども・子育て会議の設置に

向け、検討してまいりたいと考えております。 

 次に、子育てニーズを反映した市町村の子ども・

子育て支援事業計画の策定スケジュール及びそれに
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伴う予算等の計上予定についてお答えします。 

 現在、国から示されているスケジュールにおいて

は、新制度は、最短で平成２７年４月から本格施行

とされており、計画については、議員ご案内のとお

り、平成２６年度半ばまでに策定しなければなりま

せん。そのため、来年度においては、会議の設置及

びニーズ調査に要する経費が必要となります。また、

全市町村において、新制度における地方自治体の業

務を円滑に行うための電子システムの導入も予定さ

れており、その具体的な仕様等は、平成２５年度秋

ごろまでをめどに国において検討することとなって

おりますので、その場合は、平成２５年度補正予算

にて対応することとなります。 

 次に、事業計画等の策定に当たっては、広く関係

各課の連携が必要となるため、その準備組織を早急

に立ち上げる必要があるのではとのご質問にお答え

します。 

 市町村子ども・子育て支援事業計画は、地域にお

ける子ども・子育て支援の給付や事業を実施するた

めの基礎となるものであり、地域の社会的条件や教

育、保育施設等の整備の状況等を総合的に勘案して

策定する必要があることなどから、教育委員会や福

祉事務所等、関係各課との連携が非常に重要となり

ます。そのため、今後早急に準備組織を立ち上げて

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  商工観光課長、安田祐一君。 

○商工観光課長（安田祐一君）  明石議員の地域イ

ベントに活用できるゆるキャラについてお答えしま

す。 

 議員のおっしゃるように、ゆるキャラにつきまし

ては、全国的にもイベントや地域おこしなどに幅広

く使われておりまして、観光振興にも一役かってい

るところでございます。また、その人気が出れば経

済効果も大いに見込まれるものとなっております。

しかしながら、反面、ことしのゆるキャラグランプ

リを見ましても、全国から８６５体ものゆらキャラ

が参加しておりました。 

 こういった中で、人気であります熊本県のくまモ

ンや、滋賀県彦根市のひこにゃんなど、経済効果を

大変大きく上げたものもございますが、大半は経済

効果が上がっていないものと私ども認識しておりま

す。また、数多くのゆるキャラにつきましては、歴

史的背景や郷土に由来するものなどを踏まえて製作

をしているようでございますけども、本市におきま

しては、そういった意味では、ゆらキャラとしての

素材につきましては、なかなか見つからないのが現

状でございます。これらのことを踏まえ、ゆらキャ

ラを活用するための目的や意味を持たせることがな

かなか難しく、観光振興の観点より考えた場合、ど

のようにテーマ性を持たせ、戦略的、効果的に活用

するかが課題ともなりますし、現時点では、その課

題の解決に至ってないのが現状でございますので、

ご理解をいただきたいと思います。 

 次に、食による観光推進についてお答えします。

現在、食につきましては、観光客の注目も高く、観

光の大きな柱の一つとなっております。本市におき

ましては、豊後高田そばを初め、岬ガザミやぶんご

合鴨、岬かき揚げ丼などにつきまして、提供店舗の

品質確保や拡充に力を入れております。また、長崎

鼻で取れた菜種油やひまわり油を使いましたコース

料理の開発など、幅広い活用を促進しながら、地産

地消と食の観光推進を図っているところでございま

す。 

 なお、議員ご指摘のように、Ｂ級グルメなどの食

をテーマにした誘客イベントが全国的に開催されて

おり、その集客効果やリピーターによる経済効果を

上げていることは十分認識しております。その上で、

本市の取り組みといたしましては、新たにＢ級グル

メの開発参戦ということは大変厳しい道のりである

ことから、今後も引き続き地場産品の提供店舗の支

援とともに、本市の食文化の中心でございます宮町

飲食店街の活性化とあわせ、県内外でのＰＲ活動を

通じまして、食の観光推進を積極的に図ってまいり

たいと考えております。 

○議長（河野正春君）  企画情報課地域・文化推進

室長、藤重深雪君。 

○企画情報課地域・文化推進室長（藤重深雪君）  明

石議員ご質問の国東半島芸術祭の本年度の取組内容

と進捗状況についてお答えいたします。 

 国東半島芸術祭事業は、平成２７年春に予定され

ております県立美術館の開館に向け、県民の文化芸

術に対する機運の醸成を図ることを主な目的といた

しまして、平成２３年度より大分県が中心になって

進めている取り組みでございます。本年６月２６日

に、本市、大分県国東市、ツーリズム大分で構成さ

れます国東半島芸術祭協議会を設立いたしました。

本年度は、この協議会が実施主体となりまして、若

者を中心に関心が高まっております現代アートの独

創的な世界観を活かした作品の展示や芸術家の招聘
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を行う国東半島アートプロジェクト２０１２を秋と

春に分けて実施しているところでございます。 

 秋期は主に国東市、春期は豊後高田市を舞台とい

たしております。秋期は、アーティストが空き家を

活用して作品の展示だけでなく、気持ちの共有、意

見交換ができるような空間づくりを行うとともに、

バスで移動しながらアーティストの演出を体験する

アートツアーを実施いたしました。このアートツアー

は、日本最大の舞台芸術フェスティバルであるフェ

スティバル東京に連続参加されている演出家の飴屋

法水氏や芥川賞作家の朝吹真理子氏など、著名なアー

ティストの参加によりまして、国東半島での暮らし

と流れる時間を体感していただく作品となっており

ます。 

 また、ツアーの最後の場所を真玉海岸に設定し、

参加していただいた方々に感動的なフィナーレとと

もに、国東半島の持つ魅力を五感で体験、受け取っ

ていただきまして、好評のうちに終了したものと思っ

ております。 

 そして、春期は、豊後高田市をメイン会場として、

２月９日から３月１０日の１カ月間実施する予定と

いたしております。 

 具体的には、旧香々地庁舎におきまして、今後の

国東半島で展開されるアートや地域の活性化を考え

るシンポジウム、写真界の芥川賞とも言われる土門

拳賞を受賞された気鋭の若手写真家石川直樹氏が、

１年を通してさまざまな角度から国東半島を捉え、

その本質を追求した写真展、国東半島の自然、人、

文化をテーマにした一般公募のフォトコンテスト、

長崎鼻一帯にベンチ型の作品などを設置する香々地

プロジェクトなど、多彩な事業を展開することとい

たしております。 

 特に、香々地プロジェクトには、故ジョン・レノ

ン氏のパートナーで、前衛芸術家として世界的に有

名なオノヨーコ氏や世界のアートシーンの一線で活

躍し続けています韓国を代表するアーティストの

チェ・ジョンファ氏の作品の展示も決定しておりま

す。 

 このように、世界的なアーティストの方々に、本

市のプロジェクトにかかわっていただけるというこ

とは奇跡的なことでありまして、作品の完成を今か

ら楽しみにいたしておりますし、このプロジェクト

が本市の活性化の一助となることを大変期待してい

るところでございます。 

 今後におきましても、今年度の状況を踏まえまし

て、効果的な事業実施に向けて、大分県や国東市と

の協働による取り組みを進め、本市の皆様に質の高

い芸術文化に触れていただきながら、本市における

さらなる文化の振興と地域の活性化につなげてまい

りたいと考えておりますので、議員の皆様方のご理

解とご協力をお願いいたします。 

○議長（河野正春君）  ９番、明石光子君。 

○９番（明石光子君）  それでは、再質問をいたし

ます。１つは、「子ども・子育て関連３法」について

ですが、３点の質問に対し、早速質問の趣旨を踏ま

え、実施の方向を示していただきありがとうござい

ます。本市の子育て支援については、常にきめ細や

かな子育て環境の充実を目指して努力をしていただ

いておりますことに敬意を表するところです。最近

では、豊後高田に住んで、豊後高田で子育てをし、

豊後高田で教育を受けさせたいという、大変にあり

がたい声も聞かれるようになりました。関係者の皆

様の地道な努力のおかげと思っております。 

 お尋ねしたいのは、平成２７年度から本格実施と

なる子育て３法については、約１兆円規模の財源を

活用して、市町村が主体となって幼児教育、保育、

地域の子育て支援の質、量の充実を図ることとされ

ております。今後新たな制度への移行については、

利用者への情報提供も重要になってきますので、地

域子育て支援拠点などの身近な場所で、利用者の気

軽な相談体制を整えていくことが必要かと思います。

この点についてのお考えをお聞かせください。 

 次は、国東半島芸術祭についてですが、１１月に

先行して行われた国東市での秋期事業では、具体的

に来場者が何名ぐらいだったと把握をされているの

でしょうか。また、国東市では、アートバスツアー

も企画をされておりましたが、参加者の反応はいか

がだったのでしょうか。 

 以上、２点お尋ねをいたします。 

○議長（河野正春君）  子育て・健康推進課長、植

田克己君。 

○子育て・健康推進課長（植田克己君）  明石議員

の再質問にお答えします。 

 新しい制度においては、幼児期の学校保育、地域

の子ども・子育て支援を総合的に推進する仕組みを

目指すこととなっており、その仕組みも今後複雑に

なることが予想されます。現在、本市においては、

子育て支援総合コーディネート事業により、子育て

支援に関するいろんなサービスや情報を一元的に把

握し、子育て家庭に対して情報提供を行っておりま
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す。また、相談業務につきましては、子育て・健康

推進課で行うとともに、コーディネーターを配置し

まして、子育て拠点広場「花っこルーム」や真玉地

区、香々地地区で実施しております出張花っこルー

ムにおいて、相談日を設け、子育て家庭に対する相

談支援を実施しておるところでございます。 

 今後、新たな制度実施の際には、利用者である子

育て家庭の皆さんが困らないように、コーディネー

ト事業のような窓口の一本化を含め、十分な情報提

供を行うとともに、相談業務を行える体制整備を検

討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  企画情報課地域・文化推進

室長、藤重深雪君。 

○企画情報課地域・文化推進室長（藤重深雪君）  明

石議員の再質問にお答えいたします。 

 国東半島アートプロジェクト２０１２の秋期プロ

グラムは、去る１１月３日から２５日までの計２３

日間の会期で実施されました。初めに、来場者数の

状況について申し上げます。毎週末大分駅及び別府

駅を発着点といたしまして、運行いたしましたアー

トバスツアーにおいては、計９日間の運行で４００

名を超す参加を得ております。その内訳でございま

すが、県内と県外の参加者の割合が約半数ずつとなっ

ております。そして、国見地区で開会されておりま

した「つどういえ」と称されます空き家をアート空

間に再生した会場においては、期間中内部を自由に

見学する形となっており、およそ８００名が来場い

たしました。 

 次に、参加者の反応についてでございます。今回、

アートバスツアーに参加された方を対象にアンケー

ト調査を行いましたところ、全般的に今回の企画に

対する満足度や今後のプロジェクトへの期待感が高

く、国東半島を再び訪れてみたいという感想が多く

寄せられている状況でございます。また、大分合同

新聞を始めとする新聞各紙やその他のメディアにお

いても、大きく取り上げられ反響を呼んでおります。 

 今後、豊後高田市で開催されます春期プログラム

においても、魅力あるさまざまな企画によって多く

の方々に来場していただけますよう準備を進めてま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  ９番、明石光子君。 

○９番（明石光子君）  ２月には、豊後高田の芸術

祭が香々地をメイン会場に世界的なアーティストの

作品が展示をされるということですので、より多く

の方々に本物の芸術に触れていただき、文化交流を

通して地域の活性化につなげていただきたいと思っ

ております。 

 以上で終わります。 

○議長（河野正春君）  一般質問を続けます。 

１０番、土谷 力君。 

○１０番（土谷 力君）  １０番、土谷 力でござ

います。一般質問を行います。 

 まず、第１に、商店街問題についてですが、平成

１３年から始まりました昭和の町の商店街における

位置づけについて、このあたりで専門的調査が必要

だと思いますが、どのように取り組んでおりますか。

特に大分大学との研究機関との関係についてはどう

なっていますか、お尋ねします。 

 昭和の町の状況について、まず、昭和の町の来街

の目的、観光の中心はどのようなものになっていま

すか、観光の目的としてどういうふうに考えていま

すか、特に観光の目玉をどのように考えて設置して

いますか、利用機関はどのようになっていますか。

来街者はどのようなところから来ていますか、来街

者はどのような、県内外から来ていると思いますが、

県内県外、特に九州外等が考えられますが、どのよ

うに分析されていますか、来街者の満足度調査をど

のように行っていますか、市内に宿泊する人数の調

査はできていますか、昭和の町での買い物の状況を

どのように分析していますか、昭和の町の商店街の

皆様の満足度調査を行っていますか、昭和の町の将

来をどのように考えていますか。 

 ２番目は、高齢者に優しい公共交通についてお尋

ねします。 

 高齢化する郊外の市民に対し、どのように配慮し

ておりますか。買い物、または病院について、どの

ように配慮し、自家用車にかわる交通機関をどのよ

うに考えて行っておりますか。特に、乗合タクシー

等について、どのような状況にあるかをお尋ねしま

す。 

 ３番目が、交通網の整備についてであります。豊

後高田市はご承知のように、ＪＲの駅もなく、交通

網の点では大変厳しい状況にあります。その中で、

平成８年から、宇佐国見高規格道路の運動が起こっ

ております。その宇佐国見高規格道路の現状と今後

の推移について、どのように市長として考えていま

すか、また、どのように取り組んでいますかお尋ね

します。 
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 ２番目は、東九州道について、この進捗状況と現

在の状況、今後の取り組みについて、豊後高田市と

してどのように考えていますか、お尋ねします。 

 ３番目は、東九州の新幹線でございますけれども、

昭和４８年に全国新幹線鉄道整備法に基づいて、九

州の中で西側は済んでおりますけれども、設置され

ました東九州新幹線の整備について、今どのように

考えておりますか。特にこの点につきましては、九

州知事会が西新幹線が整備されたのについて、東九

州の新幹線の整備しか九州は残っておりませんので、

これを整備計画路線へ格上げしたいという運動を

行っておりますが、このことについて、市長はどの

ように考えていますか、お尋ねします。 

 次は、農業問題ですが、近年、農業者の高齢化や

農業者の担い手不足が全国的な社会問題としてク

ローズアップされています。本市においても、地域

農業を将来にわたってどう継続していくか大きな課

題になっています。特に、地域特産品である白ネギ

は西日本一を誇る産地でありますが、産地の状況と

今後の推進の取り組みについてどのように考えてい

るかお尋ねします。また、そばについても、栽培面

積は県下一になり、九州でも有数の産地になりつつ

あるとお聞きしていますが、今後は面積による量だ

けでなく、品質の向上を図ることが必要だと思って

おりますが、この点について、現状と今後の取り組

みについてお尋ねします。 

 また、水田農業の大規模化や集落営農組織の法人

化など、経営が進められていますが、今後の地域農

業の担い手及び育成、新規就農者の確保についてど

のように考えていますか、また、どのようになって

いますか、お尋ねします。 

 １回目の質問を終わります。 

○議長（河野正春君）  商工観光課長、安田祐一君。 

○商工観光課長（安田祐一君）  土谷議員ご質問の

商店街における経済波及効果などの専門的調査につ

いてお答えいたします。 

 平成１３年度からスタートした昭和の町の取り組

みにおける経済効果などの調査関係につきましては、

平成１９年５月の中心市街地活性化基本計画の認定

を機に、来街者のニーズ、動向等を把握すべく、滞

在時間、消費金額など、年２回、毎回３００人以上

を対象とした来街者アンケート調査を実施しており

まして、その後の誘客施策の参考にするための調査

として行ってまいりました。今年度は、これまで続

けてきたアンケート調査とあわせ、さらに踏み込ん

だ形での経済波及効果を念頭に置いた調査といたし

まして、県内のシンクタンクに委託し、専門機関に

よる高度な分析を行っていただき、その結果を今後

の事業に活用できるように調査を開始しているとこ

ろでございます。 

 具体的には、来街者のほか、昭和の町を担ってき

た昭和の店からもヒアリングを行い、これまでの投

資金額、産業構造や店舗における雇用、地域内での

材料の調達度合いなど、総合的に分析いたしました

産業連関表というものを作成したいというふうに考

えております。 

 この産業連関表をもとに、本市における経済波及

効果のおおよその額を推計するものでございます。

なお、この結果を今後の事業のシミュレーションな

どにも活用してまいりたいというふうに考えており

ます。 

 それと、議員のおっしゃる大分大学との連携関係

でございますけども、今回の専門調査につきまして

は、大分大学との連携はございません。しかしなが

ら、現在玉津地区のまちづくりにおいて、住民ニー

ズの調査や商店街での空き店舗活用プランなどのご

提案を福祉分野を中心にいただいておるとこでござ

います。 

 次に、ご質問の昭和の町の観光動向についてお答

えします。まず、観光の目的をどのように設定して

いるかということでございますが、ご案内のように、

元気であった昭和３０年代、その時代を経験してき

た団塊世代の方々にまず懐かしんでもらうこと、ま

た、マスメディアから当時の暮らしを伝え聞いた若

者にも、当時の雰囲気を味わってもらうこと、そし

て、その子どもにとっては全く新しい感覚として昭

和を体験してもらうことで、まさに懐かしさが新し

いを３世代にわたり感じていただくことでございま

す。 

 次に、観光の目玉についてでございますが、昭和

３０年代の暮らしや街並みを体感できることである

と考えております。また、昭和の町は、昭和の４つ

の再生をコンセプトに取り組みを進めております。

これらのコンセプトを案内人が観光客に伝え、また、

商店主の方々はお客様と直接対話し、触れ合うこと

により、当時と変わらないおもてなしをすることで、

懐かしさや人情をお客様に感じていただけることも

大きな目玉の一つであるというふうに考えておりま

す。 

 次に、昭和の町来街者アンケートの結果に基づき、
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ご質問の利用交通機関、居住地、満足度、消費額に

ついて、最新値である平成２３年度の数値からお答

えさせていただきます。まず、利用交通機関としま

しては、自家用車が最も多く７７．４パーセントを

占めております。次いで、貸し切りバスの１２．５

パーセントとなっております。 

 次に、来街者別の居住地域といたしましては、福

岡県が最も多く２７．９パーセント、次いで、本市

を除く大分県内の市町村となっております。なお、

県外からの来街者につきましては、福岡県を含む九

州各県の割合が高く４０．３パーセントとなってお

ります。また、九州外からの状況につきましては、

広島、山口、関西方面から多く訪れていただいてい

る状況でございます。 

 次に、来街者の満足度調査につきましては、直接

的な調査は行っておりませんが、複数回お越しにな

られた方が５割を超えていることから、リピーター

も着実にふえ、ご満足をいただいているものと考え

ております。 

 次に、市内全体の宿泊者数についてでございます

けども、市内にある１０の宿泊施設を対象に、１月

から１２月までの１年間の宿泊者数調査を行ってお

りまして、平成２３年は、１０施設で７万１１６人

のお客様に宿泊いただいております。また、教育旅

行などを中心とした農泊につきましても、４月から

３月までの１年間の宿泊者数調査を行っておりまし

て、平成２３年は延べ１９校で２，９４２人の小中

学生や大学生の方々に宿泊をいただいておるところ

でございます。 

 次に、昭和の町での買い物の状況についてでござ

いますが、一人当たり平均で３，６６５円となって

おります。そのうちでも、２，０００円以上５，０

００円未満の割合が最も多く、４８．２パーセント

なっております。年代別では、５０代の平均金額が

４，２８５円とほかの年代よりも高くなっておりま

して、また、滞在時間別では、滞在時間が長いほど

購入金額は高い傾向にございます。 

 次に、商店街における商店主の現在の取り組みに

対する満足度調査についてでございますが、これは、

昨年４０万人以上の観光客にお越しいただいている

実績を鑑み実施等はいたしておりません。 

 次に、昭和の町の将来をどのように考えているか

ということでございますが、これは、市の総合計画

や本年３月に認定をいただきました第２期豊後高田

市中心市街地活性化基本計画に基づきまして、昭和

の４つの再生を基本としつつ、魅力ある商店街づく

りを進めるとともに、昭和の町のブランド力の強化、

大分銀行跡地における拠点施設の整備を予定してお

ります。また、そのうち、宮町商店街につきまして

は、飲食店街としての賑わいづくり、中央通り商店

街につきましては、地域にある歴史資源を活用した

拠点づくりや、地域住民や市民の方々がより集まっ

て活動できるような場づくりを進めております。 

 いずれにしましても、市の経済、文化、生活基盤

のコアであり、市の顔とも言うべきこの中心市街地

を、さらに愛される街なかになるよう今後とも鋭意

努力してまいりたいと考えておりますので、よろし

くお願いいたします。 

○議長（河野正春君）  企画情報課長、佐藤之則君。 

○企画情報課長（佐藤之則君）  高齢者に優しい公

共交通についてお答えいたします。 

 本市では、上真玉、都甲、田染地域を運行してい

たバス路線を平成１８年９月末に廃止いたしまして、

合併後の新たな交通体系である市民乗合タクシーを

構築し、高齢者等の通院や買い物など、車の運転が

できない方々の日常の移動手段を確保することを目

的として、平成１８年１０月から試験運行を開始し

たところでございます。平成１９年５月から本格運

行となりまして、当初、田染、都甲、草地、真玉、

香々地の５地域９経路で運行しておりました。その

後、市民の方からの要望や利用状況により５回の見

直しを行いまして、現在はもともと路線バスが運行

していなかった地域、いわゆる交通空白地域であり

ました長岩屋、呉崎、来縄地域を追加いたしました

７地域１４経路の運行を実施しておるところでござ

います。 

 利用状況につきまして、平成２３年度は延べ２万

２,７４２人でございました。述べ利用人員は、平成

２０年度をピークに若干減少傾向ではございますけ

れども、多くの市民に有効にご利用いただいておる

ところでございます。 

 また、路線バス伊美線におきましては、７０歳以

上の高齢者の利便性の向上と経済的負担の軽減を図

ることを目的といたしました割引乗車券「７０（な

なまる）パス」を平成２２年度から発行しておると

ころでございます。香々地、高田間での路線バス乗

車、また市民乗合タクシーと路線バス乗り継ぎ乗車

におきまして、片道２００円で乗車できることから、

高齢者の皆さんには大変好評を得ております。利用

延べ数は、２２年度は真玉が２,９９９人、香々地が
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４,１３０人、２３年度は高田地域も対象となりまし

て、高田が３７５人、真玉が３,７７１人、香々地が

５,５９８人と利用は増加しておる状況でございます。 

 今後の地域交通につきましては、市民の皆様、特

に高齢化した郊外にいらっしゃる皆さんの通院や買

い物など生活の交通手段といたしまして、利用の促

進を図るとともに、市民の利便性の向上のために新

たな経路の拡大や運行方法などを検討してまいりた

いと考えるところでございます。 

 続きまして、交通網の整備についてのご質問の中

で、東九州自動車道並びに東九州日豊線における新

幹線の整備についての現状と今後の取り組みについ

てお答えいたします。 

 東九州自動車道につきましては、東九州地域の７

つの地方拠点都市、地域整備推進協議会と各地域の

経済界を代表する民間団体で構成されております東

九州軸地方都市圏連携推進協議会が中心となりまし

て、早期完成を目指した要望活動を続けております。 

 地元選出の国会議員を初め、国土交通省、西日本

高速道路株式会社に対しまして、平成７年から現在

まで、年２回の合計３５回に及ぶ要望活動を実施し

ておりまして、本市におきましても、協議会の会員

として早期完成の実現に向けた要望活動をしてまい

りました。 

 なお、東九州自動車道の進捗状況でございますけ

ども、北九州市から鹿児島市を結ぶ総延長４３６キ

ロメートルに対しまして、供用延長が１９５キロメー

トルの約４５パーセントの整備状況となっておると

ころでございます。そのうち、北九州ジャンクショ

ン、宇佐インターチェンジ、この間につきましては、

平成２８年度中の開通を目指しておりまして、区間

延長６２キロメートルに対し、供用延長が１８キロ

メートルの約２９パーセントの整備状況となってお

ります。 

 今後の取り組みにつきましては、早期全線開通に

向け、東九州軸地方都市圏連携推進協議会と連携い

たしまして、要望活動を引き続き行ってまいりたい

と考えております。 

 続きまして、東九州新幹線の整備についてでござ

いますけれども、先ほどの東九州軸地方都市圏連携

推進協議会において、日豊本線の高速化の実現に向

けた要望を行っておるところでございます。具体的

には、新幹線と在来線の双方を走行できるよう車輪

の間隔を自動的に変えられるフリーゲージトレイン

の早期実用化を求めるものでございます。 

 また、議員がおっしゃいましたように、第１１１

回九州市長会総会で、東九州新幹線を基本計画線か

ら整備計画に格上げするよう強く要望する議案が提

出されているところでございまして、本市といたし

ましても、九州市長会と連携して、早期実現に向け

た協力をしてまいりたいと考えておるところでござ

います。 

 東九州自動車道並びに東九州新幹線の整備につき

ましては、地域経済の発展に重要な役割を果たすこ

とは言うまでもありません。しかしながら、さきの

九州新幹線全線開通を見てもわかりますように、恩

恵を受けている地域もあれば、通過点となり、その

恩恵を十分に享受できていない地域も見受けられる

ところでございます。 

 今後につきましては、東九州自動車並びに東九州

新幹線の早期実現に向けて、引き続き各関係団体等

の一員として要望活動を行うと同時に、交通網の発

展による地域経済の波及効果を十分に取り組む体制

づくりを行う必要があると考えているところでござ

います。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  建設課長、筒井正之君。 

○建設課長（筒井正之君）  宇佐国見高規格道路の

現状と今後の取り組みについてお答えいたします。 

 議員ご案内のように、自動車精密機械産業の集積

が進んでいる県北地域におきましては、産業振興の

促進の観点から、現在建設中の東九州自動車道との

接続による物流の高速ネットワーク化が喫緊の課題

となっております。 

 市といたしましても、本路線は地域経済の活性化、

安全・安心な地域形成に資することはもとより、宇

佐地域と国東半島地域を結ぶ観光や産業の交流、連

携促進を図る上でも必要不可欠であると認識してお

ります。 

 このようなことから、平成８年に近隣市町村とと

もに、宇佐国見高規格道建設促進期成会を結成し、

地域高規格道路の早期完成に向け、総決起大会など

の活動を進めてきたところでございます。 

 そして、平成１０年には、候補路線に指定され、

その後もたび重なる要望活動を行ってまいりました

が、現時点においても平成２３年第３回定例会で議

員にご答弁申し上げましたように、計画路線への格

上げには至っておりません。 

 その後、政権交代以降、公共工事の見直し、道路

予算の削減などの厳しい社会情勢もあり、平成２０
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年の総会以降は活動を休止し、情勢を注視してきた

ところでございます。しかしながら、東九州自動車

道の完成が近づき、高速交通ネットワークが形成さ

れつつある中、本路線の必要性がより高まってきた

ことから、本年１月に第１４回総会を開催し、関係

市とともに、国、県の動向を注視しながら要望活動

を続けていく旨、確認したところでございます。 

 今後につきましても、関係市と連携を図りながら、

本路線の早期実現に向け、取り組んでまいりたいと

考えておりますので、ご支援、ご協力をお願いいた

します。 

○議長（河野正春君）  農林振興課長、井上晃一君。 

○市参事兼農林振興課長（井上晃一君）  それでは、

農業問題のご質問にお答えをいたします。 

 初めに、本市の地域特産品であります白ネギの現

状と今後の取り組みについてでありますが、白ネギ

は呉崎地区干拓を中心に栽培面積３７０ヘクタール

を有する西日本一の産地で、県のブランド品目にも

指定されている地域特産品であります。 

 産地の現状につきましては、流通販売の強化を図

るため、本年１月から大分県農協では、白ネギの県

域による共同販売を開始しております。その拠点施

設であります市内の集出荷施設には真空予冷施設を

導入するなど、県下の主要産地としての条件整備も

行っているところであります。また、生産基盤の整

備といたしまして、ボーリング施設や畑の天地返し

など、積極的に進めるとともに、気象変動の影響を

受けにくい産地づくりにも取り組んでいるところで

あります。 

 産地の担い手の現状につきましては、生産農家の

うち、５０歳以下の生産者が５０戸で、そのほとん

どが大規模経営化に取り組んでおります。特に、将

来この産地を担う若い世代の生産者を中心に、８月

には病害虫に関する栽培技術実証圃場の設置につい

ての説明会や、１０月には、その実証圃に係る研修

会も実施してまいりました。 

 今後とも、生産者と行政が一体となり、望ましい

白ネギ産地の方向性について、膝を交えながら議論

を重ねてまいりたいと考えております。 

 次に、そばについてでございますけども、取り組

み開始から１０年目を迎え、現在では、春、秋あわ

せて２１０ヘクタールを超える九州でも指折りの産

地となりました。販売先におきましても、九州内を

初め、全国的に出荷するまでになりました。ここま

で知名度が向上しますと、議員ご質問のとおり、品

質の向上が産地の育成にとって不可欠となります。 

 そこで、昨年度より春そば中心ではありますけれ

ども、九州・沖縄農業研究センターを核に栽培に係

る共同研究を実施しております。 

 また、今年度はそば栽培の一番の課題であります

排水対策としてアップカットロ－タリーの機械を４

地区に導入しました。その効果もありまして、この

秋収穫された秋そばの反収は平均約８０キロで過去

最高の８０トンを超える収穫量になりました。 

 また、品質、等級検査においても、昨年度は皆無

でありました２等級の格付が本年度は３３パーセン

トを占め、少しずつではありますけども品質向上に

結びついていると思います。 

 さらに、そばの健康食品的な要素を取り入れるた

め、ルチンを始めとした機能性成分を多く含む新規

作物として韃靼そばの栽培を開始したところであり

ます。そばにつきましては、生産農家の所得向上に

つながるよう、常に進化する産地をキーワードに今

後も取り組んでいきたいと考えております。 

 次に、今後の担い手育成や新規就農者の確保につ

いてでありますけども、水田農業における経営規模

の大型化や集落営農法人による地域ぐるみの営農は、

今後の地域農業を継続していくためには重要な課題

と認識しております。 

 このため、本年度より始まりました地域における

「人・農地プラン」の作成は、地域の担い手育成や

農地の集積による経営規模の大型化に集落の合意形

成による地域の未来の設計図を作成するもので、現

在、草地地区の４集落で決定をしております。その

後も、各集落で説明会を開催するなど、積極的な推

進をしているところでございます。 

 新規就農者の確保につきましては、県下では初め

ての取り組みとして、市独自に新規就農者育成支援

農家認定制度を設け、本年９月１２日に１７名の農

家の方々に認定書を交付し、新規就農者のためのサ

ポ－ト支援をお願いしたところでございます。 

 今後とも、地域農業の担い手の育成や新規就農者

の確保には、国の助成制度を十分活用しながら積極

的に推進してまいりたいと考えておるところでござ

います。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  １０番、土谷 力君。 

○１０番（土谷 力君）  昭和の町の、特に、大分

大学との研究機関との関係なんですけれども、先日、

大分大学の理事の岩切平治さんとお話することが２
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回ありまして、大分大学の考え方としたら地域にや

らせたいと。豊後高田市にも、先日お電話いただい

たんですけども、１０月１日に豊後高田市とも協定

を結んでいると。だから、それを中心に、やはり専

門的な分析、統計学的な分析をやりながら、観光都

市がいいのか、都市の行く末も、やはり専門的な知

識を入れた中で検討していったほうがいいだろうと。

そういうのに、大分大学は協力したいし、地域に根

ざした大分大学としてやっていきたいという岩切理

事からの私に対する申し入れがありまして、私自身

としたら一議員として受けるわけにいかないので、

永松市長に通していただきたいというお話をしてお

りましたら、先日そういうお電話がありました。そ

れに基づいて、一応、１項目の質問をさせていただ

きました。 

 昭和の町につきましては、先ほどヒアリングの中

から出てきておりましたけれども、日本政策投資銀

行の大分事務所長の三浦さんという方が、昭和の町、

または商店街全般についてご相談を、勉強会か何か

知らないけども一緒に高田市でやっているというこ

とで、大分の地域づくりということの中から、その

項目の中で、今アンケート調査の中で質問させても

らいましたけれども、この数字を見ますと、やはり

自家用車が７７.４パーセントですか、自家用車中心

の来街になっておりますので、それに対する対応と

いうのも考えていかないといけないだろうし、今お

聞きした内容の中で、今すぐどうのこうのとは言え

ませんけども、やはり一個一個の分析をして、そし

てやはり日々新たなる研究と推進方法を考えていっ

たほうがいいんではなかろうかなと、これは提言と

要望にさせていただきます。 

 ２番目の高齢者に優しい公共交通づくりについて

は、かなり先進地的な方向で、乗合タクシーの問題

はかなり喜ばれていると思います。その喜ばれてい

る中でも、利用日の問題で通院日とあわないとか、

いろんなことがありますので、できれば通院とか買

い物に、連休が続いて祭日が続くと買い物に行けな

いとか、そういう問題もありますので、難点を克服

してやっていただければ大変ありがたいなと思って

おります。 

 交通網の整備については、私は、これは本市にとっ

たら大変重要なことだと思っております。かなり前

なんですけども、宇佐駅を宇佐八幡駅にする、柳ヶ

浦駅を宇佐駅にするという話がありました時に、宇

佐八幡駅を豊後高田駅とか仏の里駅にっていう話も

出ておりました。 

 やはり交通網の整備が都市の立地には大変必要だ

と思っております。その点で、宇佐国見高規格道路

につきましては、平成２３年の一般質問もさせても

らっておりますし、また今回もさせてもらっており

ます。と申しますのは、九州知事会はこの宇佐国見

高規格道路をことしの６月にも国交省のほうに要望

の中に入れておりました。そして、会長であります

広瀬知事は、前年度も、ずっとこの３年見てみます

と国交省の中に、要望書の中で宇佐国見高規格道路

を路線の中で入れて、図面も入れて国交省に要望し

ておりました。その中に、当然新幹線の構想を、４

８年から構想として入っておりますので、そして、

九州の中で残っているのはこの路線だけなんです。

長崎道が決定しておりますので、このルートだけが

決定しておりません。これができれば、やっぱり大

分駅に２５分か３０分で行くようになるし、北九州

も通勤圏内になり得るという、大変本市にとっても

重要な問題だと思っておりますので、先ほどの回答

で、検討してやっていただけるということでありま

すので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 東九州自動車道につきましては、供用率が４５パー

セントなんですね。平成２８年度までにということ

が４路線ありまして、それを２６年度までの一体供

用を図ることを、今運動の柱として関係知事さんと

全体でやっておりますけれども、これもやはり大変

重要なことだと思っております。ぜひ先ほどの回答

のとおりに頑張ってやっていただければありがたい

なと思っております。 

 農業の問題なんですけども、白ネギは本当に西日

本一の産地です。この白ネギの産地を引き続いて維

持、強化していくことは、本市にとって大変必要だ

と思っておりますのでよろしくお願いしたいと思い

ます。 

 そばにつきましても、量がふえたけども品質の向

上、これを、やはり新しい日々変わっていく品質に

目配りをしながら検討していただければと思ってお

ります。 

 それから、国際化の問題の中で、水田農業という

のは大変厳しいものがあります。だから、大型化し

ていくことが、まず必要だろうと思っております。

４００分の１、１,０００分の１の価格で、仮に入っ

てくるような状況になった時に日本の米はどうなる

のかということを考えた時に、大規模化をしないと

やっていけないんだろうなと思っております。 
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 以上、要望として終わります。 

○議長（河野正春君）  しばらく休憩します。 

 午後の会議は、１３時に再開をいたします。 

午前１１時４９分 休憩 

午後 ０時５９分 再開 

○議長（河野正春君）  休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 一般質問を続けます。 

５番、山田秀夫君。 

○５番（山田秀夫君）  ５番、山田秀夫でございま

す。通告に基づき一般質問を行います。 

 まず、全国の学力・学習状況調査についてお尋ね

をいたします。 

 全国学力・学習状況調査が、全国の小学校６年生

と中学校３年生を対象に行われましたが、県内の状

況と本市の状況はどうだったのか、また前回に比べ

ての状態はどうだったのかお尋ねをいたします。 

 次に、大分県基礎・基本の定着状況調査の結果に

ついてであります。 

 今年度は、小学校５年生、中学校２年生、ともに

理科の調査を追加しておりますが、その導入の意義

について、また本市の調査結果が全国では、県内で

はどうだったのかお尋ねをいたします。 

 次に、今後の学力向上の取り組み方についてお尋

ねをいたします。 

 全国学力・学習状況調査と大分県基礎・基本の定

着状況調査の結果を踏まえ、学校依存型ではなくて、

各家庭でどのようなことを心がけてほしいのかお尋

ねをしたいと思います。 

 規則正しい生活をする子供、目標を持って物事に

取り組む子供、また家庭や地域の人々と触れ合いの

多い子供は学力が高いということが、過去の調査結

果の中からも明らかにされておりますが、それでは

具体的にどのようにすればよいのかについてもお尋

ねをしたいと思います。 

 次に、都甲小中一貫校についてお尋ねをいたしま

す。９月議会の教育委員会の内容からお聞きいたし

ます。 

 まず、小中学校の生活上の決まりの違いについて

であります。中学校では制服が義務づけられていた

り、髪型や所持品等に関する学生生活の決まりその

ものや決まりに関する教師の指導も一般的に小学校

と中学校とでは異なっていたりすることが通例です

が、どのように考えておられるかの質問に対して、

教育長は、「小中学校ではさまざまな違いがあります。

制服や通学方法や児童会、生徒会、組織などについ

てもプロジェクトチームや合同会議を現在開いてお

るところです。」とのことでしたが、その後の結果は

どのようになったのかお尋ねをいたします。 

 次に、学習面での違いについてであります。 

 教育長の答弁では、「前期４年間は、これまでの小

学校と同様学級担任制を基本にしたいと考えており

ます。また、中期の３年間で教科担任制を取り入れ、

より専門的な授業を導入したいと思っております。

そして、後期の２年間では、進路、進学に対応する

学習に取り組み、自分の将来や目標、そして生き方

について学ばせたいと考えております。」との答弁で

したが、今までの中学校で実施しておりました節目

ごとの中間テストや期末テストはどのようになるの

かお尋ねします。 

 次に、教育長は、「今考えられる問題としては、９

年間の中で入学式や卒業式など、どのような新鮮な

気持ちで創造できるのかや、市内の他の小中学校と

の連携をいかにスムーズに行うかなどというのが課

題だ。」と答弁されましたが、その後、このような問

題に対してどのような対応策を考えられたのかお尋

ねをいたします。 

 次に、教職員の配置基準について、学校教育課長

からの答弁で、「校長、教頭、養護教諭等の人数につ

いては、現時点では確定しておりませんが、学校運

営教育の充実のため、今後県の教育委員会と協議し

て進めてまいりたいと考えております。」とのことで

したが、その結果はどのようになったのかをお尋ね

をします。 

 次に、学校名の公募についてでありますが、先ほ

ど教育長の答弁では戴星学園という名前が決まった

ということですが、これは都甲に対して何か関連の

ある名前で選ばれたのかどうか詳しく説明をお願い

したいと思います。 

 次に、安心院高校の小中高一貫教育についての教

育長の考えについてお尋ねをいたします。 

 ご案内のように、宇佐市安心院、院内、両町全て

の小中高一貫教育が３年目を迎えました。安心院高

校は、平成２１年度から両町内７小学校、２中学校

と連携し、平成２２年度から研究開発指定を受け、

学習指導要領で定められた教育課程を組みかえて、

ことばの不思議科、これは小学校１年生から小学校

４年生まで、不思議探究科、小学校５年生から中学

２年生まで、未来研究科、中学３年から高校３年ま

での新教科を週１時間程度の日課表を組み込んでい
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ます。 

 新教科は、国際社会で生きていくための思考力や

判断力、表現力を目指すのが狙いであります。小学

生は、新聞やチラシを調べて、情報を伝えるための

工夫を見つけたり、わかりやすく伝えるための方法

などを学習、中学生は、地域の空き家調査として活

用法を提案、高校生では、ゼミ形式で個人研究を進

めたり、新聞記事を読み解いて主張をまとめるなど、

している学習を深めるということになります。 

 このような方法は、兵庫県灘の中高一貫校の元高

校教師であります橋本武先生をモチーフに描かれた

「奇跡の教室」の本を私自身思い出したものであり

ます。この本の主眼は国語力がつけば必然的に苦手

な生徒の英語でもよくなると言われています。なぜ

なら、英文の単語がわからないものがあっても前後

の文章で理解ができるようになるというものであり

ます。教育長もご自身、国語がご専門ですので、ぜ

ひお考えを尋ねしたいと思います。 

 まず、１回目の質問を終わります。 

○議長（河野正春君）  教育長、河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君）  山田議員の、私からは小

中校一貫教育についてのご質問にお答えいたします。 

 議員ご説明の灘高の国語教師橋本武先生は、文庫

本の「銀の匙」というのを教材としてじっくりと考

えさせる国語教育の実践をし、大きな成果を上げた

方で、議員の言われるとおりであります。中勘助氏

の自伝小説を教材として、じっくり読み深めていく

ことによって学ぶ力をつけていこうとする教育の手

法は、高い評価を受けています。私自身も感銘を受

けた一人でもあります。真の学力とは何かを常に問

いかけ、すぐに役立つことはすぐに役立たなくなる、

もっと横道にそれてみようと言い、本物の学力を追

及し、子供たちに真の学力、本物の学力を伝えよう

とした方であります。 

 私たちも２１世紀を見据えた視を持ち、子供たち

に学ぶ力、学んで得た力、それを活用する力、そし

て生涯にわたる学び力を身につけることを基本にす

えた真の学力を追及しなければならないと考えてい

ます。 

 そういう意味で、小中一貫校であります戴星学園

では、９カ年を見通して、子供たちの能力を思い切

り伸ばしていこうという取り組みですから、時に「銀

の匙」を教材とした授業のようなことも可能だと思

いますし、また議員ご指摘の安心院小中高一貫校の

ことばの不思議科や未来研究科などもこれから大い

に参考にしたいと考えておるところであります。 

 本市でも、現在取り入れておりますＮＩＥ教育で

は、５社の新聞が、毎日無償で学校に配達されまし

て、その中で興味のある記事を探して感想などを書

いていく授業を展開しているところでございます。

とにかく、読んで書くことの徹底という手法は、こ

れからも積極的に取り入れていきたいと考えており

ますし、子供がじっくり考えて書く時間の保障、ゆっ

くりと考える環境を整えていく必要があると考えて

いるところでございます。 

 現在、本市教育委員会では、言語活動の充実を図

り、将来にわたって生きる力を育成しています。作

品を読み比べたり、作者の真髄に迫った授業づくり

などを積極的に行っているところであります。常に、

自分なりの考えを持たせ、深い思考を促し、活用す

る力を育てる言語活動の指導は、全ての教科の基礎

的、基本的なものであると位置づけて実践を進めて

いるところでございます。 

 これからの２１世紀を丸ごと生き抜いていく子供

たちであります。この子供たちに９カ年という期間

の中で大きな夢を持ち、そしてそれを実現させる具

体的な教育実践が求められていると思います。その

具体的な取り組みが小中一貫校という大きな教育制

度改革であります。 

 議員ご指摘の戴星学園の由来についてであります

けれども、１５７３年に都甲一畑に庶民の寺子屋塾

としては九州で最も古いとされている戴星堂という

寺子屋塾がありましたけれども、その寺子屋塾にち

なんで今回戴星学園という、そういう名称を選定委

員会で選定したと聞いておるところであります。１

５７３年に戴星堂の塾生の思いが、今２０１２年に

よみがえったという歴史的な重みをも感じておると

ころであります。 

 議員ご説明の橋本武先生のことばを借りると、「必

要以上に勉強したことがゆとりにつながる。これが

本当の意味でのゆとり教育なのです。」と言われてい

ます。そのためには、今後私たちがみずから主体的

に学び、２１世紀をたくましく生き抜く力を育てる

ことを高く掲げ、大きな夢を持ち、その実現に向かっ

て努力する子供を目指す文武両道としての戴星学園

が市内外から高い評価を受け、選ばれる学校、学園

として開学できるよう準備していきたいと考えてお

ります。 

 その他の質問につきましては担当課長に答弁させ

ますので、よろしくお願いしたします。 
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 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  教育庁学校教育課長、瀬口

卓士君。 

○教育庁学校教育課長（瀬口卓士君）  それでは、

山田議員のご質問にお答えいたします。 

 本市における学力向上の取り組みについてのご質

問にお答えいたします。 

 今年度、小学校６年生と中学校３年生で実施され

ました全国学力・学習状況調査の結果につきまして

は、大分県全体の状況を全国値と比較しますと、小

学校６年生で算数、中学校３年生が理科で全国値を

上回っております。本市につきましては、全ての教

科で全国値を上回ることができました。 

 前回との比較といたしましては、今年度は昨年度

に引き続き、全ての教科で全国値を上回りましたが、

算数、数学のＢ問題である応用問題に課題が見られ

ました。 

 家庭生活と学力の関係でありますが、朝食を毎日

とる、早寝早起き等、基本的な生活習慣が身につい

ている児童生徒については、学力が定着していると

いうことが明らかになっております。また、読書を

積極的に行っている児童生徒の学力が、より定着し

ていることも明らかになりました。 

 次に、本年度の大分県基礎・基本定着状況調査に

ついてでございます。 

 今年度から理科が新しく導入されました。新学習

指導要領では、理数教育の充実が求められ、科学的

な思考力、表現力の育成や化学への関心を高めるこ

とが必要であるため、学力調査により児童生徒の学

力や学習状況を把握、分析し、課題の改善に向けた

取り組みを行う必要があると考えます。理科の調査

結果ですが、小学校５年生、中学校２年生ともに全

国値を上回ることができました。 

 次に、今後の学力向上の取り組みについてでござ

いますが、全国や大分県の学力調査の結果を踏まえ、

児童生徒の習熟度に応じたきめ細やかな指導の充実

を図っております。また、家庭学習の定着や充実を

図るため、学習の手引きをもとに家庭との連携を深

めるとともに、地域人材による放課後学習等の補充

学習を行っております。 

 次に、都甲小中一貫校についてのご質問にお答え

いたします。 

 まず、小中学校での生活上の決まりの違いについ

てでありますが、制服につきましては小中学校の保

護者と協議を重ね、一つのモデルを示した標準服を

つくることといたしました。 

 また、自転車通学につきましては、部活動で夕方

遅くなることや小学校遠距離通学児童の通学バス対

応などの措置等も考慮し、１年生から６年生までは

徒歩、７年生から自転車通学と考えております。 

 児童会と生徒会の組織につきましては、児童生徒

会と一体化し、児童生徒のよりよい生活や人間関係

や自主的な態度を育成したいと考えております。 

 次に、学習面との違いにつきましては、中学校で

行っていた中間テストや定期テストはこれまでどお

り行い、中期の５年生からは期末テストを実施した

いと考えております。さらに、英語検定や漢字検定

等も行い、子供たちの確かな学力をつけ、可能性を

伸ばすようにしてまいりたいと考えています。 

 次に、今後考えられる問題につきましては、９年

間、児童生徒は一つの校舎で学びますので、さまざ

まな交流や学び、活動での多くの課題が考えられま

す。入学式では、小中とも同じ時期になりますので、

小中合同で行うことを考えています。卒業式につき

ましては、時期が離れていることもあり、今のとこ

ろ６年生と９年生の２回行う予定であります。また、

前期終了に当たる４年生と中期終了に当たる７年生

におきまして、節目を大切にするための儀式を行う

計画であります。 

 次に、教職員配置についての教育委員会への要望

につきましては、学校運営の充実を図るため、校長、

教頭と管理職並びに教諭、養護教諭等の人数確保が

できるようこれからも続け、さらに学校組織の拡充

が図れるよう強く要望してまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  ５番、山田秀夫君。 

○５番（山田秀夫君）  それでは、再質問を行いた

いと思います。 

 まず、瀬口課長の答弁で理科の調査結果ですけれ

ども、小学校５年生、中学校２年生とも全国平均を

上回ることができたという答弁でございましたけれ

ども、では、県内ではこの理科の成績はどうであっ

たのか。その中で、今後また、この理科を取り入れ

た時の高田市の課題はなかったのかどうかお尋ねを

したいと思います。 

 それと、次に４年生と７年生において、節目を大

切にするための儀式を行う計画をしているという答

弁でしたけれども、その儀式とはどのような内容の

ものなのかお尋ねをいたします。 
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 次に、例えば都甲の小中一貫校に他校、市内でも

県外でもいいんですが、よそから都甲小中一貫校に

転入した場合、そういう時には多分学校の、学年の

時差というか相違があると思うんですが、そういう

相違を生じると思うのに、その時の対策はどのよう

に考えられるのか、答えられる範囲でいいですから

お答えを願いたいと思います。 

 次に、安心院高校の小中高一貫教育の狙いの一つ

に、過疎地で人口の流入出が少ない固定化された人

間の関係の中でコミュニケーション能力への不安が

あり、小中一貫教育ではみずから学ぶ意欲や言語能

力の向上などが上げられます。本市においても同様

の課題があると思われますので、ぜひ安心院高校の

３年間の推移を見て、近い将来本市にもこういう小

中高一貫校も考えられるんじゃないかと思うんです

が、教育長の見解をお尋ねして１回目の質問を終わ

ります。 

○議長（河野正春君）  教育長、河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君）  山田議員の再質問にお答

えいたします。 

 私からは、小中高一貫教育について、安心院高校

の件についてのご質問にお答えいたします。 

 議員ご説明のように安心院・院内地区では、平成

２２年度から３年間、研究開発校の指定を受けまし

て小中高一貫教育を実施しております。先日、その

研究発表会もありましたけれども、その研究の成果

につきましては、私どもその研究会、そして県教委

等の説明を受けまして、そして把握をしておるつも

りであります。その成果に、私どもは学びながら、

本市におきましても都甲地区に小中一貫校を開校い

たしまして、研究開発学校として文部科学省の指定

を受け、小中一貫における教育効果や教育課題の研

究を深めていきたいと考えております。 

 また、小中高との連携のあり方につきましては、

高田高校における教育課程のあり方や教職員の授業

交流等を行いながら、互いに連携を深めてまいりた

いと考えております。今後、市内全ての小中学校と

高校とが連携をした取り組みを行い、生徒みずから

学ぶ意欲の向上と言語能力向上に努めながら、教育

のまちにふさわしい実践研究を図ってまいりたいと

考えております。 

 その他の質問につきましては、担当課長に答弁さ

せますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  学校教育課長、瀬口卓士君。 

○教育庁学校教育課長（瀬口卓士君）  山田議員の

再質問にお答えいたします。 

 今年度実施されました大分県基礎・基本定着状況

調査における理科の結果につきましては、小学校５

年生において、県の平均正答率に比較して４．８ポ

イント、中学２年生においては１．６ポイントそれ

ぞれ上回ることができました。今後の課題といたし

ましては、獲得した知識や技能の活用に課題が見ら

れたため、生活場面において適用できるよう分析、

批判、判断ができる授業改善に努めているところで

ございます。 

 次に、都甲小中一貫校についての再質問にお答え

します。まず、４年生と７年生における節目の儀式

を行う計画につきましては、前期修了の４年生では、

これまでの成長に感謝する前期修了式、中期修了の

７年生では、自分の進路や将来の夢を考えさせるた

めの中期修了式を考えております。 

 次に、他校から転入してきた場合の学年での相違

の対策につきましては、できる限り、保護者との連

携のもと転入生の学習や生活状況の把握に努めると

ともに、教育課程の履修状況に即した個別支援を実

施してまいりたいと考えておりますので、何とぞご

理解よろしくお願いいたします。 

○議長（河野正春君）  ５番、山田秀夫君。 

○５番（山田秀夫君）  答弁いただいたんで大体わ

かりましたけども、豊後高田市にとっては、高田高

校が一番学校の中では最高学歴になります。小中学

校がいかに教育レベルが高くなっても、高田高校が

上がらなければ結局はよそに流出してしまう。これ

は、議案質疑の中でもそういう対策はとられており

ましたけども、やはり、生徒たち、保護者がやっぱ

り高田高校に行かせたいというぐらいのレベルを上

げない限りは、これは同じことを繰り返すんではな

いかというふうに思います。ぜひ小中高一貫で、高

校は県の関係でしょうけれども、常に連携をとって

高田高校のレベルを上げてもらうように要望して終

わりたいと思います。 

 以上であります。 

○議長（河野正春君）  一般質問を続けます。 

２番、近藤紀男君。 

○２番（近藤紀男君）  ２番、近藤紀男でございま

す。通告に基づき一般質問を行います。 

 まず初めに、原子力防災についてであります。昨

年３・１１の東日本大震災と福島第一原発事故から

１年と９カ月が経過をいたしました。先月、１１月
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７日に復興庁が現在の避難者の数を発表しておりま

す。震災や原発事故による避難者は全国４７都道府

県１，２００以上の市町村に約３２万５，０００人

が避難しており、そして、今なお避難所生活を余儀

なくされている方は、１７１人となっています。一

日も早い復興・復旧が言われて久しいわけでありま

すけれども、今現在も被災地の復興や汚染地域の除

染作業も遅々として進まず、放射能に汚染された瓦

れき等も行き先も決まらずふえ続けております。さ

らには、福島原発事故の収束には、４０年とも１０

０年ともかかるとも言われております。 

 私、他の議員とともに、行政研修視察で昨年１１

月に九州電力の玄海原発、そして、本年１０月、大

分市から約５０キロ圏内に位置します四国電力伊方

原発の視察を行ってまいりました。２つの原発の視

察を行う中で、地震や津波対策、安全性などの詳し

い説明を受けてまいりましたが、稼動から３０数年

がたっています原発老朽化の問題、また、各廃棄物

の処理や原発周辺の活断層の危険性など、説明がつ

かないものも多くあり、その安全性に大きな疑問を

抱いております。 

 福島の惨状を見るたびに、日本の将来に本当に原

発が必要なのかと思いますし、核と人類は共存でき

ないことはもう明らかであろうと思います。 

 実際に大分県に近い２つの原発を視察する中で、

脱原発社会の実現を目指していくことの重要性を痛

感いたしました。 

 本年１０月の２３日、伊方原発での事故を想定し

た大規模防災訓練が実施されたとの新聞報道があり

ました。この訓練は事故等で原発の全ての電源が遮

断し、そして、原子炉の冷却機能が失われ、放射能

が放出された事態を想定して、四国の４県と原発に

隣接します山口県、そして、この大分県を加えた６

県が参加した訓練でありました。 

 新聞報道では、この訓練で、大分県が行ったこと

は事故発生の一報を愛媛県から電話やファックスで

受け、それを県内の市町村や関係機関へファックス

送信したとされております。このように、大分県で

の訓練は、情報を伝達するだけの訓練で、四国側と

は異なった放射性物質の放出は想定していない訓練

でありました。 

 この記事を見まして、大分市は、原発から５０キ

ロ圏内に位置しているのに、こんな情報の伝達だけ

の訓練、ファックスのやり取りだけでいいのかとも

思いますし、事故は万が一にもあってはならないこ

とでありますが、こんなことで、県民、市民の命と

健康が本当に守れるのかとも思います。 

 私、心配し過ぎかもしれませんけれども、もし大

分県に最も近い伊方原発、さらに、佐賀県玄海原発

で有事が発生した場合、私たちは目に見えない放射

能からどんな方法で身を守ればいいのか、どこにど

のように避難したらいいのか知るすべもありません。

この記事を見て、こうした不安を抱いた方々は少な

からずいるんではないかと思っています。 

 そこで、どのような状況になったときに原発から

情報提供がなされるのか、どんなときにどのような

避難指示がなされるのか私も調べてきました。この

ことが記載されていましたのは、原子力防災体制の

放射能の線量基準であります。原子力施設で何らか

の異常が起き、空気中の放射線量が通常の約１００

倍になったときに初めて、原子力施設から県や市に

異常に起きたことを通報する義務が生じます。それ

から、さらにその線量が上がっていき、通常の１万

倍になったときに緊急事態宣言が出され、原子力災

害、現地対策本部が設置されます。ここで住民を屋

内避難させるのか、もしくは他の地域に避難させる

のか。他の地域に避難させるなら、どの方向にどの

ような手段で避難させるのか協議されるとされてお

ります。 

 しかしながら、原子力災害対策特別措置法には、

この緊急事態宣言が出された段階で、すでに住民の

命の危険、人体への被害が生じる恐れがあると記載

をされております。このことだけ見ましても、いか

に原発での有事の際、早期の情報提供、情報収集、

そして、原子力防災並びにその訓練が大切なことか、

重要なことかが問われていると思います。 

 現在、国内には廃炉が決まっています福島第一原

発の６基を除き、４８基の原発があります。そのほ

とんどが現在停止中でありますが、福井県の大井原

発の３、４号機が再稼動されてしまいました。そし

て、次に、再稼動されるのは、ただいま申し上げて

まいりました四国電力の伊方原発であろうと言われ

ておりますが、他の原発を含め、その再稼動の是非

が大きく問われているのはご承知のとおりでありま

す。 

 そこで質問でありますが、原発の再稼動、とりわ

け伊方原発の再稼動についての見解をお尋ねいたし

ます。 

 次に、原子力防災についてでありますが、全ての

原発が廃炉になることを切実に思うところでござい
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ますが、仮に廃炉が決定しても、そうなるには数十

年、もしくはそれ以上かかるとも言われております。

従って、常に大きな危険と隣り合わせだけに、原子

力防災の重要性、その訓練等の必要性を感じており

ます。原子力防災についての見解をお尋ねいたしま

す。 

 ２点目の質問であります。住宅用火災警報器につ

いてであります。本年９月、旧豊後高田市で２件の

住宅火災が相次いで発生しております。そのうちの

１件は住宅密集地の火災で、周辺への延焼が危惧さ

れましたが、隣の壁を焦がすなどの被害を与えたも

のの、懸命な消火活動によって、幸いにも延焼を食

いとめることができました。この火災が発生した住

宅では、火災警報器が設置されておりまして、高齢

者の方がいち早く火災に気づき、すぐに避難して無

事だった、本当によかったと聞いております。これ

から、火災シーズンを迎える中で、火災警報器の必

要性を痛感しております。 

 そこで質問でありますが、火災警報器が義務づけ

られてから、この間の住宅火災発生件数と被害状況

及びそのうち火災警報器が設置されていたのは何件

であったのか、また、２点目として、現在の火災警

報器の設置状況はどのようになっているのかお尋ね

をします。 

 ３点目でありますが、警報器設置についての助成

金の対象となっていました７５歳以上の高齢者世帯

や障がい者世帯等での設置状況はどのようになって

いるのか。また、警報器を設置しているか否か、そ

の確認でありますが、どのような方法で確認をして

おられるのか。 

 最後でありますが、未設置住宅への今後の対策に

ついてどのようにお考えなのかお尋ねをいたします。 

 最後の質問であります。新図書館についてであり

ます。新図書館が今月ほぼ完成となりまして、３日

前の９日には関係者によります内覧会も行われまし

て、私も参加をしてまいりました。新図書館の建設

に際しまして、これまで議員の研修視察で他の自治

体の図書館を何カ所が見てまいりました。今回の内

覧会で実際に新図書館の中に入ってみまして、本当

に驚いたわけでありますが、あらゆる年齢層の利用

者に細かい配慮がされておりまして、近代的な本当

にすばらしい図書館であると実感をしたところでご

ざいます。いよいよ来年２月１４日には開館の運び

となっておりますし、今後より多くの市民、児童生

徒に活用していただきたいと思います。 

 そこで質問であります。新図書館の目玉と申しま

すか、他市にない本市独自の特徴的なサービスはど

のようなことが挙げられるのかお尋ねをいたします。 

 次に、県教委が実施しております学校図書館モデ

ル事業では、児童生徒の読解力や文章記述力、情報

収集力などが向上するなどの効果があると言われて

おりますが、今後、学校間との連携、児童生徒への

活用をどのように考えておられるのかお尋ねをいた

します。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（河野正春君）  教育長、河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君）  新図書館における特徴的

なサービスについてお答えいたします。 

 新しい図書館では、新鮮な資料を豊富にそろえ、

くつろげる空間の中でゆったりと読書できる環境を

整えてまいりました。また、図書館の利用に際しま

しては、相談や支援を行う、いわゆるリファレンス

サービスの充実や郷土資料の収集、活用に力を入れ

るなど、これまで十分でなかった基本的な図書館サー

ビスのレベルアップを図ってまいりました。さらに

学習室を設置することにより、児童生徒を中心とし

て、集中して学習に取り組める環境を整備するとと

もに、社会資本整備総合交付金を活用して、学びの

２１世紀塾市民講座を開講するなど、市民の生涯学

習を推進いたしたいと考えております。 

 これに加えまして、真玉庁舎や香々地庁舎などで

も予約した本を受け取れるようにするほか、来館が

困難な方へ配慮した取り組みを行うなど、図書館サー

ビスを市内に広げることで、多くの皆さんに活用し

ていただきたいと考えております。 

 続きまして、学校との連携についてお答えいたし

ます。 

 児童生徒にとりまして、学校図書館は最も身近な

図書館であることから、本市におきましては、一昨

年から２カ年間にわたって緊急雇用創出事業を活用

し、学校図書館の整備を行ってまいりました。また、

高田中学校と桂陽小学校におきまして、大分県教育

委員会の３カ年の学校図書館活用モデル事業にも取

り組んでいるところでございます。新しい図書館で

は、学校の授業で活用できる質の高い資料を積極的

に収集し、調べ学習を支援するほか、学校図書館に

おける選書のアドバイスや図書館活用の講師として

職員を派遣する計画をしておるところでございます。 

 また、もう一つ、学校への貸し出しを促進するた

めに、貸し出し要望のある学校へ週に１回程度の間
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隔で本を配送するサービスに取り組み、子どもの読

書力を高めていきたいと考えておるところでありま

す。 

 以上であります。 

○議長（河野正春君）  総務課長、安藤隆治君。 

○総務課長（安藤隆治君）  それでは、私のほうか

ら、原子力防災対策についてお答えをいたします。 

 議員ご質問の伊方原発につきましては、本市から

直線距離にしまして約８０キロ離れておりますので、

通常であると影響を受けることはないのではないか

と思いますけれども、風向き等によりましては、絶

対安全ということは言い切れませんので、県と連携

する中で、県内の市町村とも歩調を合わせながら対

応について検討してまいりたいと考えております。 

 次に、有事の際の防災対策についてでございます

けども、まず、重要になるのが情報の確保であると

いうふうに考えております。これにつきましては、

大分県が昨年９月１日に愛媛県との間で確認事項を

交わしておりまして、伊方原子力発電所で非常事態

が発生した場合には、愛媛県のほうから大分県に速

やかに情報が入るようになっております。それを受

けまして、本市に対しても直ちに連絡が入ることと

なっております。 

 現状では、電力会社は異常事態等が発生した場合

には、まず、原発の立地県と国のほうに報告するよ

うになっておりますから、大分県としては、電力会

社と直接協定を結ぶことよりも、原発の立地県であ

る愛媛県との情報を得ることが一番早いということ

で、現在そういった体制もとっているようでありま

す。 

 本市といたしましては、大分県からの情報を得ま

した時には、直ちに告知端末等を活用しながら、市

民の皆様への情報提供をしてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、１０月２３日に行われました、議員の言わ

れる訓練につきましてでありますけども、伊方原子

力発電所での事故を想定した防災訓練が実施される

ことに伴いまして、大分県が情報伝達の訓練を行っ

たものでありまして、当日は、議員が言われたよう

に、大分県と本市の間でもファックスによる情報の

伝達訓練を行ったものであります。 

 それと、議員の言われる、それだけで、情報の伝

達だけで大丈夫なのかというご質問でありますけど

も、そうした事態が実際に起こった場合は、もちろ

ん情報を得ることももちろんですけども、国のほう

から避難の範囲であるとか、対策について何らかの

指示が当然あるものと考えております。これから、

うちとしましては、県のほうとも連携をしながら、

そういった指示に即座に対応できるように対策を考

えていきたいと思いますのでよろしくお願いしたい

と思います。 

○議長（河野正春君）  消防長、後藤 勲君。 

○消防長（後藤 勲君）  住宅用火災警報器の設置

についてお答えを申し上げます。 

 議員ご案内のように、住宅用火災警報器は、いち

早く火災の発生を知らせることにより、逃げ遅れを

防止するとともに、素早い消火活動につなげて、被

害を最小限に食いとめることを目的として、平成２

３年６月１日から全ての住宅に火災警報器の設置が

義務づけられたところでございます。これまで、本

市では、住宅用火災警報器の設置を促進するため、

消防団員や職員による個別訪問、自治委員の皆様方

への協力依頼を初め、市報掲載あるいはケーブルテ

レビを活用した広報活動、さらには五月祭等各種イ

ベントや街頭での啓発活動など、積極的な取り組み

を行ってきたところでございます。 

 それでは、議員ご質問のうち、第１点目の設置義

務化以降の住宅火災発生件数とその被害状況等につ

いてですが、設置義務化となりました平成２３年６

月１日から現在まで、本市における住宅火災件数は

８件でございます。被害状況といたしましては、全

焼４件、半焼１件、ぼやなど３件でありまして、そ

のうち大変残念なことに、死者１名、負傷者１名の

人的被害が出ております。また、火災件数８件のう

ち、火災警報器を設置していた住宅は６件で、死者

１名を出しました住宅には、火災警報器の設置はあ

りませんでした。 

 その一方で、先ほど議員も言われましたけども、

本年９月２２日に是永町で発生をしました火災では、

警報器の音に気づき、いち早く避難できたことによ

りまして、軽いやけどで済んだという事例がありま

した。そのほかにも、警報器が作動したことで、火

災を未然に防止できたという事例も数件確認をされ

ております。 

 次に、第２点目の現在の設置状況についてですが、

本年６月１日現在の推計設置率は７７．９パーセン

トでありまして、全国平均を上回る結果となってお

ります。 

 第３点目の住宅用火災警報器設置助成事業におけ

る対象世帯の設置状況につきましては、助成期限で
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ありました平成２３年５月３１日時点におきまして、

７５歳以上で構成される世帯が９３パーセント、特

別障がい者等で構成される世帯は９６パーセントの

申請がございました。 

 第４点目の火災警報器設置の確認方法についてで

すけども、電話確認による調査並びに職員の個別訪

問により行っているところでございます。 

 次に、第５点目の未設置住宅への今後の対策につ

いてでございます。住宅用火災警報器の設置促進に

つきましては、先ほど申し上げましたように、これ

までもさまざまな機会を通じて市民の皆様方に火災

警報器の設置のお願いや啓発活動などを行ってまい

りました。その結果、推計設置率も昨年に比べ７．

６パーセント増加するなど、ある程度の効果を上げ

ているところでございます。 

 しかしながら、推計ではまだ２割以上の世帯が未

設置であるということから、今後とも、引き続きま

して、個別訪問の実施を始めとして、さまざまな機

会を捉えて啓発活動等を行ってまいりたいと思って

おります。 

 特に、調査の結果、設置率の低かった地区を重点

といたしまして、地元の自治委員さんなどにもご協

力をいただきながら、全世帯設置に向けて取り組ん

でまいりたいと考えているところでございます。 

 市民の皆様におかれましては、自分や大切な家族

の生命はみずからが守るということを再認識いただ

きまして、まだ設置していない世帯につきましては、

早急に設置いただきますようよろしくお願いいたし

ます。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  ２番、近藤紀男君。 

○２番（近藤紀男君）  再質問でありますが、いず

れも要望として述べたいというふうに思います。 

 まず、原子力防災についてであります。ご答弁を

いただきまして、原発に対するやはり国や原子力委

員会のこの安全基準ですか、ガイドラインも定まら

ない中で、やっぱり一自治体としての対応はなかな

か難しいものがあるんかなというふうに感じており

ます。伊方原発で有事の際、いち早く情報を受ける

のは愛媛県側というふうにご答弁がありまして、そっ

ちのほうがより確実でいいのかなというふうなご答

弁であったというふうに思いますが、残りの四国の

３県、香川県、徳島県、高知県では、有事の際は、

四国電力側から情報提供がなされるというふうにも

以前新聞に書いていたというふうに記憶をしており

ます。そのほうがやっぱり県を通して連絡が入るよ

りも、私は早いんではないか。情報収集力にそちら

のほうがより早くて、状況がわかりやすいんではな

いかというふうにも考えます。速やかなこうした情

報提供、四国の３県と同じような、やっぱり安全協

定等々、大分県を通じて要望していただきたいと思

いますし、原子力防災やその訓練、そうした充実も

県側にもやっぱり要望してほしいというふうに思い

ます。 

 本市では、原発から８０キロ圏内であることは私

も承知をしておりますが、放射能の影響が少ない、

余り影響はないんではないかというご答弁でありま

したけども、万が一の海を隔てているわけで、四国

の３県は山々があって、そんなに放射能が到着が遅

いというふうにも言われております。大分県は、も

う何も隔てるものがありません。風に乗ってくれば、

もう１時間もかからんような形で私は受けとめてお

りますので、しっかり県側にもそういったことも確

認をいただいて、原子力防災の充実について、しっ

かり要望していただきたいというふうに思います。 

 次に、火災警報器の設置についてであります。本

市での警報器の設置率は７７．９パーセントご答弁

がありまして、全国平均をわずかではありますが上

回っているとご答弁ありましたから、しかしながら、

これからの普及はなかなか正直難しいものがあるん

かなと。かなり皆さん方もいろんなイベントや行事

を通じて呼びかけている姿も私もたびたび見かけて

まいりましたし、今後もご答弁ありましたように、

さまざまな機会を通じて、啓発と警報器の設置に向

けてご尽力いただきますことを要望いたします。 

 最後に、新図書館についてであります。ご答弁を

お聞きしまして、新図書館の特徴的なサービスとし

まして、学習室の設置や市民講座の開講、さらには

図書館に来ることが困難な方へのサービス、また、

学校への図書館活用の講師の派遣、図書の配送サー

ビスなどなど、こうしたサービスがしっかり行われ

まして、多くの市民、児童生徒の利用促進が図られ

ますことを期待をしております。２月１４日の開館

に向けて関係者皆様の一層のご尽力を要望しまして、

私の質問を終わります。 

○議長（河野正春君）  一般質問を続けます。 

２０番、大石忠昭君。 

○２０番（大石忠昭君）  日本共産党の大石忠昭で

ございます。本日北朝鮮がミサイル発砲を強行した

ことに厳重に抗議をして一般質問に入りたいと思い
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ます。 

 昨日は、提案されている予算や条例案について議

論をいたしましたが、きょうは、景気対策、社会福

祉、原発やＴＰＰの問題など、国政に関する大きな

質問をしたいと思っております。 

 それで、議長に最初にお願いしたいんですけれど

も、これまでの市長、執行部の答弁、長いのは長過

ぎて、質問された部分について肝心な答弁がないこ

とが多かったんです。ケーブルテレビがあるもんで

すから、市民の批判が高いんで、私も質問の部分は

明確に質問しますので、そこに的確に答えさせてい

ただいて、もう余分な答弁はしないようにとめてい

ただきたい、お願いしておきます。 

 では、最初に、景気対策の問題で、細かくは３つ、

もう質問がわかるように後で言いますから、３つ質

問しますが、もう仕事が少ない、給料下がった、も

うボーナスはもらえんと、もうどうかならんかえと、

もうこげえ景気が悪かったからどうこうならんとい

う声をたくさん聞きます。市長は、昭和の町につい

ては、昭和の町、昭和の町と随分力を入れてきたか

ら、市民もそういうふうに目が向いています。確か

に対外的には脚光を浴びたと思うんですけれども、

実際市民の暮らしがよくなっているかが疑問です。 

 先日の新聞で大分県がまとめた市町村民の経済調

査の結果が発表されました。それによりますと、２

００９年度の豊後高田市民一人当たり、平均所得が

１９７万円でした。よく見ますと、県下で下から５

番目に低い、前の年よりも１割所得が減っています。 

 そこで質問なんですが、これだけ市民の所得が減

り続けている現状を市長はどう認識されているんで

しょうか。市民の所得を伸ばしてほしい、景気を回

復してほしい、この市民の声に応えるのは、市長で

あり、私たち市会議員、大きな課題だと思うんです。

市長は、今後、市民の所得を伸ばしていくためにど

ういう施策に取り組もうとしているのか、市民の前

に明快にしてください。 

 デフレ不況が本当に深刻です。私ども日本共産党

員としていろいろ分析しておりますけれども、何で

こんなことになるのか。最大の問題は、働く人の賃

金が下がり続けているからなんです。１９９７年を

ピークにして、全国の調査では、一世帯当たり約１

００万円下がっています。これ科学的なデータなん

です。大変な問題なんです。私は、景気対策の基本

というのは、国民の所得をどれだけふやして内需を

活発にしていくかにかかっていると思うんです。よっ

て、日本共産党はどうするかと、２つの提案をして

いるんです。一つは、消費税増税を中止をすること。

もう一つは、大企業がため込んでいるあのため込み

金を、雇用や中小企業のほうに還元させることです。

この大不景気の中でまた消費税が上がったらもうやっ

ていけないという声です。消費税増税を強行すれば、

それこそデフレ不況はこの悪循環はさらにひどくな

ると思います。市長、そう思いませんか。 

 そこで質問なんですけれども、暮らしも経済も財

政も壊してしまう、この消費税増税、私は中止をす

べきだと思うんです。２０１４年の４月から実施な

んですからまだ時間があります。何とか市長の政治

力を発揮して、消費税増税中止を政府に働きかけて

いただけないでしょうか。 

 さて、大企業が儲けた金をため込んでいる内部留

保金が２６０兆円ある、これは新聞、テレビでご承

知のとおりです。このお金は、リストラをやめさせ

る、あるいは非正規雇用を正社員にする、賃金を上

げる、中小業者については下請け単価を引き上げて

中小業者を守っていくなど、これは社会に還元をし

て、国民全体の所得を伸ばして懐を豊かにし、内需

を拡大してこそがデフレ回復の一番の近道だと私は

思います。よって、市長、あなたの政治力によって、

政府に対して、この内部留保金を何らかの方法で社

会に還元できるような働きかけをしていただけない

でしょうか。 

 次は、社会保障についてであります。解散前どた

ばたした中で、年金が来年１０月からまた引き下げ

られることになりました。法案が強行されました。

そればかりか、民主党、自民党、公明党の密室談合

によって、今度は国民会議なるものがつくられて、

この選挙の後には、年金だけではない、医療も介護

も保育も改悪の議論がされそうであります。さらに、

生活保護はもう門前払いと、強制的に打ち切ること

など、国民のあらゆる層に対して、いろんな負担増

が押しつけられるような改革なるものがやられよう

としておりますけれども、そんなことを許してはな

らないと思うんです。よって、市長、一つは年金な

んですけれども、年金、来年１０月から引き下げで

すが、何とか引き下げないように、引き下げを中止

するように、そして、無年金の方、あるいは年金が

安い方については、何とか年金を拡充するように働

きかけできないのか。医療についてですが、子供の

医療費は、大分県、市町村一緒になってやっていま

すけれども、何とかこの無料化制度は、国の制度に
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切りかえるように働きかけてもらいたい。それから、

私ども現役世代には、今医療費３割負担なんですけ

れども、これを、外国に学んで２割負担に引き下げ

る。お年寄りについては、現在１割負担なんですけ

れども、今度２割負担にされようとしていますが、

何とかお年寄りは１割負担を据え置きをするように

働きかけてもらいたい。 

 あと市独自の問題なんですけれども、医療費が高

くてなかなかもう入院ができない、家薬で何とかし

ようかという声もあります。厚生省からも通達を出

して、法律で市町村が、本当に医療費が困るような

生活困窮者については、医療費を免除することがで

きるということになっており、高田も条例は制定し

ていますけれども、永松市長になってから、ただの

一度も実績を上げていません。よって、質問は、こ

れは、やっぱり条例を見直しをしてもっと緩和する

と。対象者が広がるようにするということと、制度

そのものを市民に周知する。この２つの方法をとっ

てもらいたいと思いますが、どうなのか、どうする

んかということだけ質問に答えてください。 

 最後に、介護保険の問題ですけれども、年金も少

ないお年寄りに対しては介護保険料も利用料も何と

か軽減する、これは、国の制度としてお年寄りの負

担を軽くするように働きかけてもらいたいと思いま

すが、どうでしょうか。 

 最後に財政問題なんです。幾らいろいろやれといっ

てもお金がなければできません、わかっています。

私どもは、消費税に頼らなくても、まず無駄遣いと

いって大問題になっている大型の公共工事をどう見

直ししてくか、原発推進予算や軍事費、あるいは共

産党もらっておりませんけれども、他の党がもらっ

ている政党助成金なども、これは無駄だと国民の批

判の声が上がっておりますので、こういうのを全部

一掃してしまうと。そして、大企業や富裕層には、

特別に減税をしている。こういう異常な大企業優遇

税制にこそメスを入れて、税金を取るなら、まず大

金持ちや大企業から応分した負担をしてもらう。い

わゆる国民の負担能力に応じて負担をしてもらうよ

うな、税制改革をすべきだと思いますが、市長、今

の大企業優遇税制について不公平と思いませんか。

思うならば、そういう税制改革を政府に働きかけて

もらいたいと思いますが、どうでしょうか。 

 次は、原発問題についてであります。あの福島の

事故から１年９カ月たちましたけれども、今なお被

害が広がっております。今なお１６万人の方が避難

生活を強いられているんです。二度とこんな事故を

起こしてはならないと思います。今は、大飯原発し

か動いていませんが、原発が動き出しますと、もう

処理する方法のないこの核のごみ、原発の廃棄物が

どんどんふえ続けます。これ大変な問題なんです。

だから、私たちは、今すぐ原発をゼロにしようと、

それしかないじゃないかと。あと再稼動全部とめろ

と、再稼動許しちゃならんと。そして、自然エネル

ギー、再生可能なエネルギーに転換することを求め

ています。市長、そう思いませんか。市長は、この

原発やエネルギー問題についてどう考えられておる

のか。それは、防災対策も大事ですけれども、再稼

動をとめればゼロになるんです。だから、ゼロを目

指して政府に働きかけていただけないのかが１つ。 

 ２つは、今もありました伊方原発から、この市役

所から直でちょうど８０キロなんです。この市役所

からなんです。香々地とかはもっと近いんです。だ

から、総務課長が、先ほど直接的には影響がないみ

たいな答弁しましたけれども、それは、甘過ぎます。

今までの事故というのは想定外の事故なんです。全

部そうでしょう。何が起こるかわかりません。だか

ら、いろいろ事故が起こったらどうするかという議

論が先ほどありましたけど、起こさないためには、

今作動してないんです。とめておるでしょう。でも、

本当に老朽化しているんです。再稼動させなければ

事故がないんです。防災対策も大事だけど、再稼動

させないと、中止をするということのほうが私は大

事と思いますが、市長そう思いませんか、ぜひ働き

かけていただきたいと思います。 

 次が、ＴＰＰについてです。何かＴＰＰに参加を

しても、守るべきことは守っていくんだみたいなこ

とを言って、何が何でも参加に踏み切る動きが強まっ

ておりますが、何を守るというんでしょうか。ＴＰ

Ｐは、これは、例外なき関税ゼロです。例外は認め

ないというシステムになっているんです。参加をす

れば、農産物の輸入は完全自由化されます。農協が

今全国挙げて反対しているように、日本の農業その

ものが壊滅的打撃を受けるんではないでしょうか。

それだけではありません。医療制度についてもアメ

リカのルールが押しつけられてしまって、国民全体

が入っているこの保険制度そのものが危ぶまれる状

況です。そうでしょう。農業も医療も食料そのもの

が大変なことになるんじゃないかと、もうこういう

ＴＰＰ参加、私どもは断固反対です。市長、あんた

は、百害あって一利なしのこのＴＰＰについてどう
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考えますか。ぜひ私は、日本を丸ごとアメリカに売

り渡すようなＴＰＰについては、交渉に参加しない

ように政府に働きかけてもらいたいと思いますが、

市長の見解を求めます。 

 あとは退職金の問題です。市長の退職金が、民間

に比べても異常に高過ぎると。市民から物すごい怒

りの声です。だから、私は何度もここで減額を要求

してきましたけれども、市長は、ただの１回だって

市民が納得するような答弁はしたことはありません。

でも、市長、時代はどんどん変わっています。新聞、

テレビでご承知のように、国家公務員も、県の職員

もいよいよ退職金を減額することになりました。私

は県の職員を減額しよ、などと言ったことは一度も

ありません。 

 広瀬知事も今度始まっておる議会に、知事や副知

事や教育長など特別職についても退職金を減額する

条例を出して最終日には決まることになっています。 

 本来ならば、これだけ市民の批判が高いんですか

ら、市長は、私から要求されることなく、みずから

が身を切るという形で退職金減額条例案を今回の議

会に出すべきだと思うんですが、出されていません。

よって、市長の任期は、来年４月２３日です。もう

それ以上は市長続けないと思いますので、３月に出

してもらえば間に合いますから、３月議会には、市

民の声に応えて、みずからの退職金を減額するとい

う条例を出してもらい、その浮いた金は市民のため

に大いに有効に使うようにしてもらいたいと思いま

すが、市長どうでしょうか。誠意ある答弁を求めた

いと思います。 

 あといじめの問題なんですけれども、ことしの４

月の学期が始まってから、登下校中の子どもたちが

車に襲われるという本当に痛ましい事故が全国各地

で起こりました。よって、学校や警察や道路管理者

は一体となって、通学路の安全調査をして、二度と

再びこういうことで、何の罪のない子どもたちを襲

うような事故がないような安全対策を講じることが

求められていると思うんです。よって、全国で調査

がされまして、豊後高田も調査もしておりますけれ

ども、その後、安全対策を講じたところが一部あり

ますけれども、多くは未処理のままなんです。これ

教育長、教育のまちとして恥ずかしいと思いません

か。幾ら図書館が立派になった、都甲小中学校が立

派になったといっても、安全対策が講じられてない

じゃないですか。だから、答弁としては、未消化に

なっている箇所について、今後いつまでどういう形

で安全対策を講じるかだけ答弁してください。 

 次は、いじめの問題とダブったかね。だから、こ

れ安全対策の問題といじめの問題ね、申し訳ありま

せん。頭は、痴呆は入ってないと思うんですけど、

ちょっと笑いも出らんとね。ごめんなさい、ダブり

ましたけど、安全対策はわかりますね。いじめ問題

については、そういう状況でありますので、今後い

じめ問題というのは、社会全体で支えないと、学校

だけの責任じゃありません、親だけの責任じゃあり

ません。全部で支えるために、教育長これも今後い

じめ根絶のためにどう進めていくのか、短いことば

でいいですから、今後どう進めるかについて答弁を

していただきたいと思います。 

 以上、質問漏れはないですね、議長、よろしくお

願いいたします。 

○議長（河野正春君）  市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君）  それでは、私から景気対策

のうち、まず、消費税増税についてお答えをいたし

ます。 

 消費税につきましては、社会保障と税の一体改革

関連法案として、本年の８月に参議院において可決

成立し、税率については、経済状況の好転といった

景気条項があるものの、平成２６年４月において８

パーセント、平成２７年１０月に１０パーセントと

段階的に引き上げていくと決めたとお聞きしており

ます。本年の３月の議会におきまして、議員にご答

弁申し上げましたように、増税そのものについては

反対でありますし、実施せずに済むのであれば、そ

れが一番だと思っております。 

 しかしながら、先般、社会保障給付費が初めて１

００兆円を超えたとの報道がありました。予想をは

るかに超えるスピードで進む高齢化社会に対して、

社会保障制度維持のための給付内容と、そのための

財源の確保をどうするかということは喫緊の課題で

あると思われます。消費税につきましては、今回の

衆議院議員選挙において争点の一つになっておりま

す。本選挙におきまして、民主、自民の間で認識は

少しずれていたようにありますけれども、この本選

挙を通じて一定の民意というものが示され、選挙後

の新たな枠組みのもとで、社会保障制度改革を含め、

国民への開かれた議論を十分な説明がなされるもの

と思われますので、それを注視してまいりたいと考

えております。 

 なお、大企業の内部留保の件につきましては、企

業側にはそれぞれの事情や考え方もあると思われま
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すので、一自治体としてコメントすることは適当で

ないと考えております。 

 次に、社会保障充実のために消費税の増税ではな

く、大企業や財界富裕層に対する税制改革をするよ

う政府に働きかけをという点につきましても、税制

改革という大きな議論の中で、今後一定の方向が示

されると思いますので、国の方針等を注視してまい

りたいと考えております。 

 次に、原子力発電の問題についてお答えをいたし

ます。 

 原子力発電の信頼性が薄れている現状において、

今後も慢性的な電力不足が危惧されており、これま

で原子力発電の安全確保について、九州市長会を通

じて、国に強く要望してきたところでございます。

このような状況の中で、原子力に依存しなくてもよ

い経済社会構造の確立を目指すことは、これは世界

的な趨勢であり、また東日本大震災の被災状況を見

れば、当然議論していくべきものと考えております。

また、太陽光、風力、水力、地熱、バイオマスなど

再生可能エネルギーにつきましては、代替エネルギー

として期待されているところではありますので、本

市におきましても、住宅用太陽光発電システム設置

補助金を制度化し推進しているところでございます。 

 なお、今後、原子力発電が減少もしくは廃止する

方向に進んでいくことは確かなことだと思われます

が、ご質問の政府への働きかけにつきましては、こ

れもまた今回の衆議院選挙の目玉になっております。

そういうことの中で選挙の結果において、その国民

の反応が出てくるものと思っておりますので、その

結果について関心を持っておるところでございます。 

 また、伊方原発の再稼動につきましては、先ほど

近藤議員にお答えしましたとおりでありまして、県、

そして、他の市町村と歩調を合わせて対応していき

たいと考えているところでございます。 

 次に、ＴＰＰについてお答えをいたします。この

ＴＰＰ協定につきましては、私ども全国市長会の中

でも議論を重ね、国内の農林漁業等に及ぼす影響を

十分に考慮することや医療、社会福祉、金融、保険

等、我が国のあらゆる産業分野、さらには地域経済

に大きな影響を及ぼすことは想定されますことから、

国民に対して詳細なる情報を開示し、十分な議論を

経た上で慎重な対応を行うよう国へ要請してきたと

ころでございます。 

 私としても、農業等に影響がないよう十分配慮し

た中で検討してもらいたいという考えであります。

この問題につきましても、今回の衆議院選挙の大き

な争点になっておりますので、今後の国の動向につ

いて注視してまいりたいと思います。 

 次に、私の退職金についてでございます。退職手

当につきましては、県の改正内容や他市の状況をよ

く調査し検討したいと考えております。 

 その他の質問につきましては、教育長及び担当課

長に答弁させますのでよろしくお願いをいたします。 

○議長（河野正春君）  教育長、河野潔君。 

○教育長（河野 潔君）  まず、大石議員の安全対

策につきましてご答弁を申し上げます。安全対策に

つきましては、前回の議会でもご答弁を申し上げま

したけども、その後会議を重ねまして、２９カ所の

危険箇所の要望が上がりました。そういう中で、現

在その対策が終了いたしましたのが２９件中１０件

であります。さらに予定が１３件ということで、あ

とは用地等の関係もありまして、なかなか今後の検

討課題というところで６件となっておるところであ

ります。 

 それから、いじめ問題につきましては、大津市に

おけるあの悲惨ないじめ問題を契機にして、我々も

職員研修ということもこれまでに重ねてきたところ

であります。学校生活アンケートや生活ノート、個

人面談などをもとに児童生徒の実態把握に努めてま

いりました。学校内におけるまず相談体制をしっか

りと整えまして、子どもや保護者の悩み問題を速や

かに対応できる学校体制づくりというのも進めたと

ころであります。そして、総合教育相談員と特別支

援教育アドバイザーを配置し、電話は訪問相談を中

心に相談活動を実施してまいりました。これから、

さらには専門家、スクールカウンセラーを全中学校

と拠点校として高田小学校に配置をし、全ての学校

の児童生徒や保護者の相談活動に対応できる支援体

制を図っておるところであります。今後とも、いじ

めを根絶すための相談活動や、そして、啓発活動、

そういうのをさらに充実してまいりたいと、そうい

うふうに考えておるところでありますので、何とぞ

よろしくお願いします。 

 以上であります。 

○議長（河野正春君）  商工観光課長、安田祐一君。 

○商工観光課長（安田祐一君）  本市の平成２１年

度の一人当たりの市町村民所得が１９７万円と県内

でも低い状況をいかに認識しているかでございます

が、これは、本年８月に大分県が発表いたしました

市町村民経済計算の推計結果でございます。そして、
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この数字は、市町村の市町村民所得の総額、雇用者

報酬、財産所得、企業所得の合計をその市町村の総

人口、要は、就労人口だけではなく、子どもや高齢

者も含む総人口で割って算出した平均の額でござい

ます。個人の給与や年収の平均をあらわすものでは

ないことを、まず補足をさせていただきます。 

 そして、本市の過去の順位から見ますと、現行の

１４市で整理した順位のデータは、平成８年度から

しかございませんが、平成８年度から平成１４年度

までは、平成１０年度の１２位以外は最下位の状況

でございます。それ以前の状況で見てみますと、合

併前の１１市でのデータしかございませんけども、

平成元年から平成７年度まで、本市は１１市中１０

位が５回、９位と最下位が１回という状況でござい

ます。 

 このような状況から大分北部中核工業団地への企

業誘致が進んだことによりまして、製造業が増加し、

平成１５年度から少しずつ順位を上げ、平成１９年

度は、２３０万７，０００円で、１４市中７位まで

上がっております。そして、平成２０年度は、リー

マンショックの年であり、２１５万８，０００円で、

１４市中９位、そして、平成２１年度は１９７万２，

０００円で１４市中１０位に下がったという状況で

ございます。 

 この平成２１年度は、県の報告書にもございます

ように、全国的な状況としまして、平成２０年度の

リーマンショックの影響が残っておりまして、経済

活動水準は依然として低く、設備投資、住宅投資な

ど、民間需要の動きが弱く、雇用情勢は大変厳しい

状況でございました。 

 本市でも、製造業、建設業が落ち込んだことによ

り、企業所得が前年度比マイナス１９．４パーセン

トとなっております。これが、本市の平成２１年度

の市町村民所得を下げた要因となっているとこでご

ざいます。 

 なお、製造業が好調で、平成１４年度から平成１

６年度は１位であった隣の国東市は、平成２１年度

は最下位となっております。県全体としても、前年

比で過去最悪の落ち込みであったとお聞きしており

ます。 

 こういった当時の状況の中で、本市の大分北部中

核工業団地の企業も大変厳しい状況ではございまし

たが、大きな雇いどめもなく、雇用の維持をしてい

ただきましたことは、今でも非常に感謝しておりま

す。 

 なお、議員ご質問の市町村民所得増加の対策とし

ましては、本市の場合、企業の業績が回復すれば、

所得も１４市の中ごろあたりまで上がっていくもの

と考えております。 

○議長（河野正春君）  保険年金課長、佐藤 清君。 

○保険年金課長（佐藤 清君）  年金関係の国への

働きかけについてお答えします。無年金、低年金対

策として、国民年金後納制度が、本年１０月１日よ

り拡充されました。この後納制度とは、時効で納め

ることができなかった国民年金保険料について、平

成２４年１０月から平成２７年９月までの３カ年間

に限り、過去１０年分まで納めることができる制度

です。後納制度を利用することで、年金額がふえた

り、納付した期間が不足して年金を受給できなかっ

た方が、年金受給資格を得られる場合があります。

本市といたしましても、この制度について、市報９

月号に掲載し、周知を図ったところであります。 

 ご質問の国への働きかけにつきましては、本年６

月の全国市長会において、受給資格を満たない無年

金者及び定住外国人無年金者に対し、国の責任にお

いて一定の救済措置を講じることや、将来に向けて

持続可能な年金制度を構築するため、最低保障年金

を含め、そのあり方について国民的議論を行った上

で、適切な見直しを行うこと等を国に対して提言い

たしたところでございます。 

 次に、病院の窓口負担の国への働きかけについて

お答えします。 

 病院の窓口負担については、国民健康保険法第４

２条に規定され、現役世代の方は３割負担、７０歳

から７４歳の高齢者の方は法律上、平成２０年度か

ら２割負担となっていますが、国費を投入し、１割

負担に凍結されているところであります。特に、７

０歳から７４歳の２割負担への引き上げについては、

社会保障審議会医療保険部会の中で議論され、患者

負担の２割への引き上げを求める意見と高齢者の受

診抑制を懸念して１割に据え置くべきだとする意見

の両論が出されているようであります。 

 そのほか、国の関係機関において議論されている

ようでありますので、本市といたしましては、その

動向を注視してまいりたいと思います。 

 次に、国民健康保険法４４条に基づく一部負担金

の減免についてお答えします。 

 国民健康保険法第４４条では、特別の理由がある

ために患者が保健医療機関等に一部負担金を支払う

ことが困難な場合に、保険者は、一部負担金を減額
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すること、一部負担金の支払いを免除すること、一

部負担金の徴収を猶予することを認めています。た

だし、この制度は、市区町村が独自に基準を定めて

実施する制度となっています。これに基づき、本市

では、豊後高田市国民健康保険一部負担金徴収猶予

及び減免に関する条例を制定し、対応しているとこ

ろであります。また、一部負担金の減免等について

は、ホームページ等も活用し、市民の皆様への周知

に努めたいと思います。 

 次に、介護保険関係の国への働きかけについてお

答えします。国による制度化につきましては、これ

まで全国市長会を通じて、低所得者に対する介護保

険料や利用料の軽減策については、国の責任におい

て財政措置を含め、総合的かつ統一的な対策を講じ

るよう抜本的な見直しを行うことという提言をいた

してまいりました。本年２月に国が決定した社会保

障・税一体改革大綱では、介護１号保険料の低所得

者保険料軽減強化という方針が示され、８月には社

会保障制度改革推進法が成立し、低所得者を初めと

する国民の保険料に係る負担の増大を抑制しつつ、

必要な介護サービスを確保するものとするという規

定がされたところでございます。 

 これを受けて、厚生労働省は、介護保険法の改正

を検討しているということでございますので、本市

といたしましては、その動向を注視いたしますとと

もに、実現に向けて今後も働きかけを続けてまいり

たいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  子育て・健康推進課長、植

田克己君。 

○子育て・健康推進課長（植田克己君）  子ども医

療費無料化の働きかけについてのご質問にお答えし

ます。子どもの医療費を無料化することにつきまし

ては、これまでの議会でもご答弁申し上げましたと

おり、実施市町村で取り組む内容が異なること自体

が問題であり、本来は、国の制度として行うべきも

のであると考えております。また、子どもの医療費

無料化制度の創設につきましては、全国市長会にお

いて、地域医療、地域福祉に関する重要提言として、

国に対し要望しているところでありますので、今後

も引き続き要望してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  ２０番、大石忠昭君。 

○２０番（大石忠昭君）  再質疑をいたします。 

 全体的に答弁やっぱりまともに答えてないと思う

んです。あと時間がちょっとありますので、もう一

度市長の見解を聞きたいのは、一つ、市民の所得が

下がっているではないかという問題でも、今課長に

いろいろ弁明させましたけれども、私は、新聞に載っ

た数字、一番最近の数字で議論したわけですね。市

民はそれを知っているわけです。市長に平口で原稿

を読み上げるんじゃなくて、今これだけ昭和の町、

昭和の町と大騒ぎしてきまして、観光客も表向きに

は４０万人を超えたとかいって喜んでおるようです

けれども、市民全体を見たときに、生活が楽になっ

ているというように思いますか。全体的にやっぱり

市民の今所得が下がっておって、何とかしてやろう

という声じゃないんですか。これに市長が、俺はも

う最後の４期目で、最後を飾るんじゃと。高田の市

民の所得を上げるんやというような決意を示しても

らえませんか。市長の決意を聞きたいんです。 

 今、安田課長から、企業がもうちょっと景気が回

復すれば、税収がふえるみたいな人ごとみたいな話

をしよるけど、そのためにどうするかでしょう。現

実に中核工業団地で働いている人がかなりリストラ

やられたんでしょう。派遣会社で働く人が随分減っ

たじゃないですか、状況を見ましたら、そのことを

市長どう把握していますか。伸んでないじゃないか、

派遣切りをやられておるじゃないですか、今も。中

核工業団地であれだけ働いているけども、高田の市

民がどれぐらい働いているように市長は掌握してい

るんですか。それから、所得は大して減ってないと

いうけれども、税務課長聞きますが、今来年度の予

算を編成しているけど、来年の市税収入は大幅に伸

ぶ見込みなんですか。その辺どう見るのか、今の所

得の状況を。私は所得の状況が低いから大変なんだ

から、市長も市議会議員も一緒になって、市民の所

得をふやしていくために努力をしようという提起を

しておるんです。議員さんありがとうございましたっ

て市長答弁すべきなんです。大石だけでない、みん

な一緒になってやってくれという答弁をすべきなん

です。そう市長思いませんか。実態を出してくださ

い。実態把握を、ばらばら数字を並べてみて、大し

たことないみたいな判断が間違いなんです。 

 次が、国に向けて、こういう点を要望したらどう

かということを私は建設的に意見を述べました。し

かし、今の答弁聞いておったら、いやこうこうこう

なるんだと、どういう法律が決まったんだ、それは

今後どうなるんだということは知った上で質問しよ

るんです。それをわざわざ市民に説明するというの
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はおかしいでしょう。働きかけきらないんなら、き

らないんだと。我々、上に向いて、県に向いても、

国に向いて物を言いきらないんなら言いきらんだと、

逃げ込んでおるんだと市長答弁してください。何か

選挙の争点になってから注視しているんじゃないで、

あなた自身として、市民を守るためにどうするとい

うように、国に働きかけができないんですか。一言

でいうたら情けないですよ、もう。市長もう任期が

わずかですけど、よその市長は次に出るか出らんか

表明していますけども、あなたはもう出らんという

ぐらいここで表明したらどうですか。新しい立派な

方がでてきますよ。市長まだ出るんですか。私はや

めてもらいたいと思います。これは多くの市民の声

です。所得の問題を伸ばせということを課長に答弁

させるのは、市長失格です。市長そう思いませんか。 

 それから、退職金の問題、今度は、国家公務員と

か県の職員が退職金の率を引き下げて減額するよう

になるという動きを見て、検討しようという答弁を

しましたが、もう３月の議会に市長の退職金は引き

下げるという提案をしないと間に合わないんですよ

ね。そうでしょう。市長は任期ごとに退職金をもら

うんだから、３月の議会には減額をするということ

を確認していいですか。そういう条例案を提案する

というように確認していいかどうか。 

 それから、原発の問題で、国に向けては働きかけ、

今すぐゼロを働きかけ切らないというのはわかりま

したが、せめて、伊方原発、全国にあります原発の

中でも、危険性では５本の指に入るのが伊方原発で

しょう。科学的に明らかになっておるでしょう。だ

から、これだけ老朽化して、危険性が疑われている

この伊方原発は、高田にも一番近い箇所にあります

ので、これは再稼動させない。これは、選挙の争点

になろうとなるまいと、永松市長は、高田の２万４，

０００人市民の代表ですから、これは、はっきりと

政府に物申したらどうでしょうか。物申しきりませ

んか。防災対策どうするという前に、本気で伊方原

発の再稼動はとめるというように政治力を発揮して

いただきたいと思いますが、市長どうでしょうか。 

 それから、あと、医療負担の問題で、課長、国保

の４４条に基づいて、高田は減免する条例つくって

おると、もう合併したときからつくっているんです。

だけども、私が指摘したように、１件も実績がない

んです。申請が何件かあって却下されたんですか。

申請もないということは、こういう制度があること

すら、市民が知らないと。これ知る権利を持ってい

るけど知らされてないと、今度ホームページでやる

ということですけど、私どもは、県でこれはもう随

分、もう私が先頭切って県の交渉何回やったかわか

らんですよ、条例つくるまでには。それでつくった

んです。高田だけじゃないです。よそもまだ実際は

実績がないんです。あるのは大阪と広島です。これ

はもう万件を超えるほどあります。桁違いです、全

国のデータ持っていますけど。これは、条例そのも

のが緩やかなんです。うちの場合は、災害その他云々

と条件がありますけど、その大阪とか広島では、生

活保護の１．１倍とか１．２倍とこうなっているわ

けやね。高田でいうたら、就学援助がそうなってい

ますし、今度の介護保険の減免制度がそうなってい

ます、１．うちは２でいくんだったかね、そうなっ

ているでしょう。そのようにしないと、ただ災害そ

の他だけ今の条例でいったらもう幅が狭いです。だ

から、市長、この条例改定を３月議会に出す用意は

ありませんか。周知はホームページだけでなくて、

それほど生活が困難で医療費も払えないという方は

パソコン持ってないんです。ホームページ見れない

方々が生活困窮者で医療費払えないわけでしょう。

だから、市報でわかりやすくこういう方はご相談し

てくださいと。もし医療費がないで病院に行かなく

て亡くなったら大変なことじゃないですか。今度国

のほうも要綱を変えまして、今までは国保税の滞納

がある方についてはだめだったんです。今国保税の

滞納があっても、命が大事だから適用しなさいと変

わりました。通達で来ていますね。そうでしょう。

だから、高田も、市長、条例や規則を改正して柔軟

体制とって、本当にお金がなくて医者にかかれない

人たちについては、やっぱり免除をやると。そうす

れば、しっかり国から補助金が出るんですから、市

長、そうすべきだと思いますが、市長の見解を求め

ます。 

 一応これだけで答弁求めてまたやります。 

○議長（河野正春君）  しばらく休憩します。 

午後 ２時４０分 休憩 

午後 ２時４６分 再開 

○議長（河野正春君）  休憩前に引き続き、会議を

開きます。 

 市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君）  それでは、大石議員の再質

問にお答えをいたします。 

 まず、市民所得の件からでありますけれども、日

本経済全体が悪い状況であるんですから、高田だけ
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いいというはずがありませんので、経済状態として

は悪いということはあり得ると思います。これは何

とかしなきゃなりませんけれども、それは、全体的

な中で行くべきだと思っています。 

 もう一度、市町村民所得についてだけもう少し、

多分大石議員は知っているんだと思いますけれども、

皆さんにご説明しますと、これは、雇用者の報酬と

財産所得と給与所得の合計を出して、だから、これ

そのものは（○２０番（大石忠昭議員） 止めてく

ださい、議長。時間がもったいない。そんなこと聞

いていない……を聞いているんです。……止めてく

ださい。もったいない時間が。）あなたが言うほどもっ

たいなくなるわけですから（○２０番（大石忠昭議

員） ……どうするかを答弁しなさい。）内容がわかっ

てないで……（○２０番（大石忠昭議員） 所得を

伸ばしてないのを市長がどうするんですか……）こ

の所得というのは、今言ったように、そういう面で

すから、リーマンショックがあったときに、（○２０

番（大石忠昭議員） そんな説明を……じゃない。）

私どもの中核工業団地の企業は、（○２０番（大石忠

昭議員） 議長、止めてください。）正規、非正規の

人たちの首を……切らなかったわけです。そういう

面で、リーマンショックの回復は早かったんです。

ところが、残念ながら、３・１１によってまた問題

が起こったわけです。そういうことの中で、この市

民所得はこういうものになっているんですけど、現

実の問題は、それは、今言いましたように、雇用者

の報酬、こういうようなものなんです。だから、本

来は個人の給与とか収入とは直接には関係ないわけ

です。もうその証拠に皆さん方にも課長が話しまし

たように、過去よりは、ほとんど最下位を行ってい

たと。中核工業団地でこういうふうになったんだと

いうことをまず皆さん方にお話いたします。 

 それから、伊方原発でありますけれども、これに

ついては、先ほど答弁したとおりでありまして、も

ともと県がそういうふうな話をしていますし、近隣

市町村もそういうことで皆さんと話し合いながら、

どうしていくかということを決めるべきでありまし

て、そういうことをやっていこうということが、第

２の伊方原発であります。 

 それから、退職金については、これは、今回の知

事の改正については、制度としての、一般職員の減

額ということでの制度という問題でありますので、

それで私も検討してみるということでありまして、

それと同時に、これは、平成１７年に合併からもう

７年が経過しています。本当は特別職の給料とか退

職金のあり方というのは、これは、トータル的な視

点で、特別職等報酬審議会で議論してもらうのが一

番いいんではないかと。そういうことの中でありま

すんで、そのことについても、これからは検討して

みたいと、そう思っているところでございます。 

 その他については、各担当課長に説明させます。 

 以上でございます。 

○議長（河野正春君）  保険年金課長、佐藤 清君。 

○保険年金課長（佐藤 清君）  国民健康保険の一

部負担金減免制度については、市報においても周知

を図ってまいりたいと思います。 

 なお、減免基準に伴う条例の改定については、現

時点では考えておりません。 

○議長（河野正春君）  ２０番、大石忠昭君。 

○２０番（大石忠昭君）  市長は、数字にこだわっ

ていろいろ言っています。生活の、市長はあなたは

市長ですから、今の市民の実態をどう見ますか、今

度は。数字はこうこうこうなんだという、市民の所

得が減っていると思いませんか。仕事がない、給料

が下がった、ボーナスがもらえんという声は聞こえ

ませんか。だから、私は、今、税務課長には、来年

は税収がふえるような、所得が伸んだというように

判断できるんですかと質問した。これ答えさせてな

い、市長。中核工業団地が、それはどんどん動いて

給料が上がれば所得ふえるんです。これが、リスト

ラがやられているんでしょう。そのことを市長どう

思いますか。まず、市長が、所得を伸ばすように頑

張ってほしいというのはそういうことなんです。リ

ストラを食いとめる、高田の企業で働いている人は

高田に住んでくれと。そうすると、市民の税金がふ

えるでしょう。そういう努力をあなたがもっとすべ

きなんです。だから、私は、今中核工業団地で、何

人が高田の人なんですかと聞いておるんです。それ

が少なかったら、今まで約半分でした。もっと減っ

ておるらしいです。高田に住んでいる人がリストラ

であったんでしょう、最近、私に相談を受けたのは、

もっと減っておるでしょう。だから、ますます所得

は減るんです。だから、市長が政治力を出して、企

業にも乗り込んで、おんなじリストラを何人かする

とするならば、高田の分だけはせんでくれというこ

とを、市長、あなたは誘致企業なんだから話ができ

るはずでしょう。私が行ってもできません。市長な

らできるはずです。そういうことをやって、何とか

働く場所を確保する、労働者の賃金を確保していく
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という努力をすることが所得を伸ばすことなんです。

そういう、あなたはあなたなりに、こういうあれは

努力するんだと、議員の皆さんも協力してやってく

れという答弁を求めておるんです、私は。いろいろ

開き直って数字を出してみて、大したことはないと

いうような認識では市民の所得は伸びませんよ、そ

う思いませんか。もう一回市長答弁してください。

それができないのだったら、もう次は立候補をやめ

たらどうですか。もう市長そのものをやめてもらい

たいと思うんです。それは立候補するのはあなたの

権利ですけど、私はそれぐらいの答弁もできないで、

いろいろ数字並べて、課長に答弁させて、また同じ

ような答弁を繰り返さないと、開き直らんといかん

という市長は、余りにも市民を侮辱しています。市

民の実態を知らな過ぎます。 

 私が、その国保の４４条で、医療費が払えない貧

しい方のためにこの制度を改善しろと言っても、改

善する考えは全くないと。今まで１回も申請がない

と。今追求したら今度は市報に載せると、だんだん

変わっていますけど、制度を変えなければ、ただ市

報載せただけでも利用者ないんです。本当に貧しい

人の立場を市長は考えんと、昭和の町、昭和の町で

お祭り騒ぎしとって、いろいろな何か表彰を受けた

といって、意気込んでみても、市民からは裸の王様

になってしまいますよ、市長。もう一回答弁してく

ださい。市民の所得を伸ばすために、議員も俺はこ

うやるから、あなたたちも一緒になってやってくれ

というような答弁をしてもらえませんか。 

 それから、教育長については、交通安全対策が２

１件中、３分の１しかまだできてないんですよ。心

を痛めるのか痛めないのか。あなたは、現場を見て

もらった。あの土谷議員の近くの小さな川のガード

レールさえいまだにできない。最近では、危険と看

板がついた。危険と看板を立てるほど危険なんでしょ

う。なのに、あれ予算が何万かかりますか。それす

らできないことを、教育長として心が痛みませんか。

あと３分の２できてないことで、まだ予定も立たな

いところが６件あるんだけど、予定立っておるとこ

でも、何か今年度はできないって、来年度なん。こ

れはあそこの私が要望を受けたのは、テレビを見て、

あんな事故が起こっていると。草地のここのほうが

もっと危ないということで受けたんですよ。あなた

にも見てもらって、それが危険と看板をつくるぐら

いならば、なぜガードレールができないんですか。

必要のないところには、ガードレールどんどんつくっ

ておって、そんな危険と看板を上げるところにガー

ドレールをつくれないというのは、市民の前に原因

を明らかにしてください。 

 全部、教育長は、担当課にも物が言えないんです

か。危険箇所についても、直ちにやれということを

やらないんですか。あとの未処理になっている３分

の２については、いつまでにやろうとしているのか、

教育長としてはやらせたいんですか、完成させたい

んですか、市民の前に明らかにしてください。 

 それから、もう一個、今の医療費の問題で市長の

見解を求めたいんです。条例改定する考えがないと

いうけど、日田だけがやっているんです。日田は私

のところの就学援助と同じように、一般の恒常的な

貧困者についても対象にしているんです。あとのと

ころは高田と一緒の条例です。だから、せめて日田

ぐらいに改正する気はありませんか、市長。 

 それから、退職金について計算しましたら、今度

の４月末にもらえるのをあわせたら、市長６，８０

０万円、市民の税金から退職金をもらうことになる

んです。ある議員のごとくは、もう大石さん、市長

にただにしようとやんなさいと。もう半分なんか言

うから悪いんだと。チャラにするのが本当やという

声もありましたけど、市長に向かっては言い切れな

いけど、私にはいろんな声が上がるんです、議員の

中からも。それほど市民の生活がひどいだけに、給

料も安い、ボーナスももらえんような状況の中に、

市長の退職金が６，８００万円ちゃあ高過ぎるとい

う声があります。よって、検討するということです

から、市長、自分から身を切るということで、それ

は報酬審議会に出しても、私は、こういう形で大幅

に削りたいと、ゼロと私は言ってないから、そうい

うように意見を出してやってもらえませんか。それ

でなければ市長やめてください。 

 以上。 

○議長（河野正春君）  市長、永松博文君。 

○市長（永松博文君）  私からは、雇用の拡大とい

うことの中で企業誘致をここやりました。現在、十

数年の間に１９企業、ことしで２企業が来ています。

そういう面で雇用の場が非常に多くなっているとい

う、これは大分県下でも多分二、三番の中に入る企

業数であろうと思います。 

 それから、豊後高田に住んでくれませんかという、

これは大石議員にもお願いしていますけれども、結

婚して高田に住んでもらいたい、婚活事業もやって

いますし、そしてまた、今回の城台団地、それから、
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またハピネス・ステージ、いろんな面で高田に住ん

でもらういろんな基礎をやっていますし、教育もそ

のとおりです。それから、また、子育てもそのとお

り、高田に住みたいというのを少しずつ来ていると

いう、それから、空き家対策でもそうです。大分県

下でもトップのほうに行きます。そういうことでやっ

ていますので、私は、それなりの努力をしていると、

そういうふうに確信をいたしております。 

 それから、条例は、日田市はやっているそうであ

りますけども、今のところは考えていません。 

 以上です。 

○議長（河野正春君）  あと答弁があれば簡潔に。 

教育長、河野 潔君。 

○教育長（河野 潔君）  大石議員の安全対策につ

きましての再々質問にお答えいたします。先ほど申

し上げましたように、現在、県や警察署、あるいは

関係機関と鋭意検討を重ねておるところであります。

そういう中で、予定１３ということで、今大石議員

の言われた箇所につきましても、なるべく早い時期

に解消したいと、そういうように思っているところ

であります。今後も、子どもの通学路の安全対策と

いうのは、なるべく早く進めていきたいと、そうい

うように思っておるところでありますので、よろし

くお願いいたします。 

 以上であります。 

○議長（河野正春君）  これにて一般質問を終結い

たします。 

 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

 あすから１２月１９日まで休会し、各委員会にお

いて付託案件の審査をお願いいたします。 

次の本会議は１２月２０日午前１０時に再開し、

各委員長の報告を求め、委員長報告等に対する質疑、

討論、採決を行います。 

 なお、討論の通告は１２月１８日午後５時までに

提出願います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

午後 ３時０２分 散会 
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